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我が国における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

工藤市兵衛

明Tindowdressedsetllements of accounts and legal sane個

tions of .taxation in Japan and punishments as penaties. 

Ichibei Kudo 

We think the most difficult probl巴msin school Accounting treatments are the leagal 

limits. 

Windowdressed settlements have legal acts and unlawful on巴s.It is very inportant 

things to examine the relations among the legal limits sanctions and punishments as 

penalties 

今日，学校会計における主要課題の最たるものは

会計処理をめぐる会計法の限界であろう。会計上の

粉飾には違法な粉飾と合法のそれとがあり，その限

界とその制裁と罰則を究明することは極めて重要な

ことである。
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我
が
国
に
於
け
る
会
計
上
の
粉
飾
と
課
税
制
裁
法
と
罰
則
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今
日
の
学
校
会
計
に
お
け
る
重
要
課
題
の
最
た
る
も
の
は
、
会
計
処
理
を
め
ぐ
る

合
法
性
の
限
界
で
あ
ろ
う
。
一
般
に
会
計
研
究
者
も
含
め
実
務
者
は
法
律
に
う
と
く

逆
に
法
律
を
納
め
た
者
は
、
簿
記
会
計
の
知
識
に
う
と
い
と
一
五
わ
れ
る
。
そ
れ
に
も

A
1

か
か
わ
ら
ず
多
く
の
会
計
処
理
は
、
結
果
と
し
て
法
律
効
果
を
生
ず
る
。
会
計
は
法

ω
律
の
如
く
明
確
に
さ
れ
て
い
る
も
の
で
な
く
、
あ
る
幅
を
も
っ
て
行
な
わ
れ
る
も
の

V

で
あ
り
結
果
と
し
て
あ
る
範
囲
内
に
あ
り
、
し
か
も
変
更
を
し
た
場
合
で
も
正
当
な

隼
理
由
が
あ
れ
ば
承
認
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
法
律
は
そ
の
原
因
に
お
い

断
て
法
律
違
反
が
関
わ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
結
果
と
し
て
粉
飾
の
疑
い
が
あ
っ
て
も
原

平
因
に
違
法
性
が
認
め
ら
れ
な
け
れ
ば
責
任
が
問
わ
れ
な
い
場
合
も
あ
り
、
会
計
と
民

!
法
、
商
法
、
税
法
の
交
錯
す
る
場
で
あ
る
と
見
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
根
底
を
な

号
す
も
の
は
人
間
の
欲
望
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
れ
を
解
明
す
る
も
の
は
法
律
上
の
責
任

。。知
の
追
及
、
課
税
制
裁
法
と
罰
則
で
あ
る
。

会
計
上
の
粉
飾
と
は
真
実
を
歪
曲
し
て
過
大
ま
た
は
過
小
の
表
示
を
行
な
う
こ
と

時
で
あ
り
、
歪
曲
の
方
法
は
損
益
の
表
示
と
資
産
、
負
債
、
資
本
に
つ
い
て
行
な
わ
れ

究
る
。

明
会
計
上
の
粉
飾
に
は
、
違
法
な
粉
飾
と
合
法
の
そ
れ
と
が
あ
り
、
そ
の
限
界
を
究

獄
明
す
る
こ
と
は
極
め
て
重
要
な
こ
と
で
あ
る
①
。

担
税
法
は
粉
飾
の
な
い
財
務
諸
表
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
も
の
で
あ

愛
り
、
粉
飾
が
行
な
わ
れ
る
場
合
に
は
、
税
法
の
制
裁
法
と
罰
則
が
適
用
さ
れ
る
こ
と

と
な
る
の
で
あ
る
。
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我
が
国
に
於
け
る
課
税
制
度
の
変
遷

租
税
は
近
代
以
前
の
封
建
制
度
や
絶
対
王
制
の
時
代
に
は
、
領
主
や
君
主
は
主
と

し
て
土
地
か
ら
収
入
や
特
権
料
収
入
に
よ
っ
て
資
金
需
要
を
賄
っ
て
き
た
。
こ
れ
に

対
し
近
代
国
家
に
お
い
て
は
、
私
的
土
地
所
有
と
契
約
の
自
由
を
主
体
と
す
る
国
家

体
制
の
下
で
財
貨
の
生
産
と
交
換
は
原
則
と
し
て
私
的
経
済
体
制
内
で
行
な
わ
れ
る

の
で
、
こ
こ
で
生
産
さ
れ
た
富
の
一
部
を
租
税
と
し
て
徴
収
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て
公

共
サ
ー
ビ
ス
の
制
度
を
行
な
っ
て
い
る
の
が
一
般
的
国
家
体
制
の
や
り
方
で
あ
る
、

こ
こ
で
我
々
と
し
て
は
、
租
税
に
つ
い
て
論
ず
る
場
合
に
お
い
て
も
、
二
応
の
過
去

の
歴
史
を
知
っ
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
税
制
は
そ
の
時
代
の
背
景
と
と

も
に
あ
り
、
そ
し
て
法
人
税
は
税
制
の
一
つ
に
過
、
ぎ
な
い
の
で
あ
る
が
、
そ
の
代
表

的
な
も
の
と
し
て
こ
こ
で
は
法
人
税
を
中
心
と
し
て
そ
の
沿
革
の
概
要
を
以
下
に
述

べ
る
こ
と
と
す
る
。
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一
八
八
七
(
明
治
二

0
)
年
の
所
得
税
の
創
設

当
時
の
税
制
は
、
地
租
と
酒
税
が
中
心
と
な
っ
て
い
た
が
、
漸
く
資
本
主
義
の
萌

芽
が
現
れ
、
所
得
に
対
す
る
課
税
の
必
要
性
が
認
識
さ
れ
る
に
至
っ
た
。
大
蔵
大
臣

松
方
正
義
は
、
そ
の
「
所
得
税
法
之
議
L

に
お
い
て
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
当
時
は
ま
だ
会
社
に
つ
い
て
の
規
制
が
十
分
で
な
く
、
ま
た
、
そ
の

会
社
の
数
も
少
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
法
人
に
対
す
る
課
税
は
さ
れ
な
か
っ
た
。
た

だ
、
会
社
か
ら
の
配
当
あ
る
い
は
賞
与
は
個
人
に
お
い
て
課
税
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
た
。
そ
し
て
、
こ
の
所
得
税
の
創
設
の
直
接
の
目
的
と
し
て
は
、
軍
備
と
く
に

砲
台
の
建
設
で
あ
っ
た
。
な
お
、
所
得
税
は
総
合
課
税
を
建
前
と
し
、
税
率
は
、
最
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「所得税法の議

霊ニ所得税法按ヲ起草シ謹テ閣議ヲ仰ク。抑モ此法案ヲ起草シ来20年度4

月 1日ヨリ実行ヲ企図スル所以ノモノヘ近来東洋諸国々際ニ関スル現況

上海拡ノ一事ハ最モ軽恕ニ附シ難ク円随テ其経費ヲ要スルノ巨多ナノレト大

ニ北海道物産税ヲ軽減スヘキコトヲ共ニ内閣の内議ヲ経テ之ヲ20年度ヨリ

施行セントスノレニ決セラノレ。加フルニ近来政費ノ多端ナノレニ応シ歳入ノ;増

加ヲ謀ラサノレヘカラスト難モ p 凡ソ現行ノ税法ハ維新創業ノ際制定セシモ

ノニアラサレハ則チ封建ノ余風未タロク消除セサルノ時ニ当リ民情の適度

巳ニ今日ノ国情ニ対シテハ大ニ其適度ヲ失ヲ測リ制定シタルモノニシテ，

ヘノレモノアリ。且税率モ亦軽重ノ平ヲ誤リ，随テ富者の負担甚タ軽ク費者ニ

シテ或ノ、富者に幾数倍ノ重税ヲ負フノ事実アリ。故ニ現行税法ニハ単ニ其

率ヲ増シ以テ歳入ノ増加ヲ求ムノレノ道ナキノミナラス，漸次改良セサノレへ

カラサルノ時期ニ臨メリ。伺テ今更ニ所得税法ヲ創定シ，ーハ以テ国庫ノ歳

ーハ以テ税法改良ノ目的ヲ漸行セント欲入ヲ増シテ前記ノ経費ニ補充シ，

スノレナリ。別冊説明書並ニ所得税法施行条例大蔵省令等諸草案ヲ附シ進呈

ス。

明治20年 1月内閣総理大臣ニ呈セシモノニ係ノレ。J

低
所
得
三

0
0
円
以
上

1

%
か
ら
最
高
三
万
円
以
上
が

3

%
で
あ
っ
た
。
当
時
の
年

一一一

0
0
円
は
お
そ
ら
く
現
在
の
四
0
0
万
円
以
上
に
相
当
す
る
で
あ
ろ
う
②
。

し
か
し
、
今
日
普
通
法
税
所
得
の

3
7
。
5
%
で
あ
る
こ
と
を
思
う
と
き
今
昔
の

感
を
禁
じ
え
な
い
。

又
、
明
治
二
二
年
二
月
一
一
日
に
大
日
本
帝
国
憲
法
が
制
定
さ
れ
、
そ
の
一
一
一
条

で
臣
民
の
納
税
の
義
務
が
規
定
さ
れ
、
ま
た
六
二
条
で
新
た
に
租
税
を
課
し
、
税
率

を
変
更
す
る
場
合
に
は
法
律
を
も
っ
て
定
め
ね
ば
な
ら
な
い
旨
規
定
さ
れ
た
、

ゆ
る
租
税
法
律
主
義
を
明
記
し
た
も
の
と
解
さ
れ
て
い
る
。

し、

わ

。

一
八
九
九
(
明
治
三
二
)
年
の
法
人
課
税
の
創
設

所
得
税
に
つ
い
て
は
、
上
述
の
一
八
八
七
年
に
創
設
さ
れ
、
そ
の
後
一
八
九
九
年

ま
で
は
、
そ
の
ま
ま
改
正
は
な
く
推
移
し
た
の
で
あ
っ
た
が
、
そ
の
聞
に
お
い
て
も
、

日
清
戦
争
が
あ
り
そ
の
戦
後
の
整
理
に
伴
う
財
政
需
要
は
益
々
増
加
し
た
。
そ
し
て
、

ま
た
、
富
国
強
兵
を
目
標
と
す
る
わ
が
国
に
お
い
て
は
、
い
よ
い
よ
、
軍
備
の
増
設

を
図
る
必
要
が
あ
り
、
特
に
軍
艦
の
取
得
整
備
が
緊
急
で
あ
っ
た
と
こ
ろ
か
ら
、
所

得
税
の
見
直
し
が
要
請
さ
れ
て
い
た
。
そ
し
て
、
一
八
九
九
年
に
は
、
所
得
税
を
第

一
種
、
第
二
種
、
第
三
種
の
三
分
類
と
し
、
第
一
種
は
会
社
の
所
得
に
対
す
る
課
税
、

第
二
種
は
公
債
@
社
債
の
利
子
に
対
す
る
課
税
、
第
三
種
は
従
前
の
個
人
の
所
得
に

対
す
る
課
税
と
し
た
の
で
あ
る
。

そ
し
て
、
こ
の
会
社
の
所
得
に
対
し
て
、
税
率
は

2
。
5
%
で
あ
っ
た
。
ま
た
、

こ
の
場
合
の
所
得
の
計
算
上
、
受
取
配
当
金
及
び
第
二
種
の
利
子
は
、
益
金
に
含
め

な
い
こ
と
と
さ
れ
た
。
い
わ
ば
、
法
人
擬
制
説
的
な
考
え
方
を
採
っ
た
の
で
あ
る
(
受

取
配
当
金
は
個
人
に
お
い
て
も
非
課
税
)
。
(
同
年
二
月
一
=
一
日
改
正
所
得
税
法
公

布)。
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な
お
、
同
年
三
月
九
日
に
お
い
て
は
、
商
法
が
施
行
さ
れ
て
、
会
社
に
対
す
る
規

制
も
厳
し
く
な
り
、
他
方
会
社
も
、
次
第
に
設
立
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
れ
に

対
す
る
課
税
は
、
む
し
ろ
、
当
然
で
あ
る
と
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

一
九
0
四
年
二
月
一

0
日
に
日
露
戦
争
の
開
始
に
伴
い
、
そ
の
戦
費
を
賄
う
目
的

で
、
大
幅
の
増
税
が
行
わ
れ
た
。
そ
の
方
式
と
し
て
は
、
寸
非
常
特
別
税
」
が
創
設
さ

れ
、
各
税
に
わ
た
っ
て
増
徴
が
行
わ
れ
、
か
つ
「
小
切
手
印
紙
税
、
砂
金
採
取
地
税
、

通
行
税
、
織
物
消
費
税
、
米
及
び
籾
の
輸
入
税
し
と
い
う
新
税
が
創
設
さ
れ
た
。
そ

し
て
、
第
一
種
の
所
得
、
す
な
わ
ち
、
法
人
の
負
担
は
七

0
%
の
増
徴
が
行
わ
れ
た

の
で
、
そ
の
負
担
は

4
0
2
5
%
(
2
0
5
%
の
1
7
0
%
に
相
当
す
る
割
合
)
と

な
っ
た
。
な
お
、
翌
一
九
0
五
年
に
は
、
第
二
次
の
増
徴
が
行
わ
れ
、
第
一
種
所
得
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税
に
つ
い
て
は
、
甲
、
乙
に
区
分
し
、
甲
は
株
主
一
二
名
以
上
に
よ
る
株
式
会
社
及

び
株
式
合
資
会
社
と
し
、
こ
れ
に
対
し
て
は
定
率
の

8
0
%
の
増
徴
を
行
い
、
そ
の

他
の
法
人
に
対
し
て
は
所
得
金
額
の
階
級
に
従
い

8
0
%
な
い
し

4
0
0
%
の
増
徴

が
行
わ
れ
た
。
こ
の
改
正
の
結
果
、
甲
の
税
率
は

6
0
2
5
%
、
乙
の
税
率
は

4
0

5
%
な
い
し

1
2
0
5
%
と
な
っ
た
。

な
お
、
こ
の
翌
一
九
0
五
年
に
、
相
続
税
法
が
創
設
さ
れ
た
。
(
相
続
税
法
、
法
律

一
0
号
)
又
明
治
二
九
年
(
一
八
九
六
年
)
営
業
法
が
創
設
さ
れ
同
士
一

0
年
か
ら
実

施
さ
れ
た
(
営
業
私
法
、
法
律
三
=
一
号
)
③
。

Vo1.28-A， 

三
。
発
展
期

一
九
一
一
一
一
(
大
正
二
j

一
五
)
年

平成 5年，

こ
の
時
期
は
第
一
次
世
界
大
戦
の
前
年
か
ら
第
二
次
世
界
大
戦
の
前
々
年
に
至
る

時
期
で
あ
り
、
戦
争
や
経
済
変
動
に
と
も
な
っ
て
現
存
の
租
税
に
つ
い
て
た
び
重
な

る
改
正
が
行
な
わ
れ
、
ま
た
種
々
の
新
税
が
創
設
さ
れ
た
。

即
ち
、
上
記
の
非
常
特
別
税
法
は
、
制
定
当
時
に
お
い
て
は
、
終
戦
後
は
こ
れ
を

廃
止
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
る
が
、
戦
後
の
経
営
に
は
か
え
っ
て
益
々
歳

入
を
増
か
す
べ
き
状
況
に
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、
こ
の
法
律
を
暫
く
そ
の
ま
ま
存
置
せ

し
め
る
こ
と
と
し
、
一
九
一
二
年
に
お
い
て
、
は
じ
め
て
整
理
を
す
る
こ
と
と
さ
れ

た

第28号A，愛知工業大学研究報告，

第
一
次
世
界
大
戦
は
、
一
九
一
四
年
に
勃
発
し
た
が
、
わ
が
国
も
こ
れ
に
参
加
し

た
こ
と
に
伴
い
、
そ
の
戦
費
を
調
達
す
る
た
め
に
、
増
税
の
必
要
が
生
じ
た
の
で
、

一
九
一
八
年
に
は
所
得
税
と
、
酒
税
を
増
徴
し
、
ま
た
戦
時
利
得
に
対
し
て
の
応
分
の

負
担
を
求
め
る
趣
旨
か
ら
「
戦
時
利
得
税
L

が
創
設
さ
れ
た
。
こ
の
戦
時
利
得
税
は
、

所
得
金
額
に
対
し
て

2
0
%
の
税
率
に
よ
っ
て
課
税
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
こ
れ
は
戦

争
の
終
局
と
と
こ
に
廃
止
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
に
よ
り
一
九
二

0
年

に
は
、
こ
の
戦
時
利
得
税
は
廃
止
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
こ
れ
に
伴
い
所
得
税
の
根
本

的
な
改
正
を
行
ー
う
べ
き
で
あ
る
と
し
、
こ
こ
に
法
人
は
独
立
の
課
税
主
体
と
し
、
し

倒
た
が
っ
て
、
そ
の
受
け
取
る
配
当
は
す
べ
て
益
金
算
入
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
さ
ら

つ
ん

に
個
人
の
所
得
税
に
お
い
て
も
、
従
前
は
そ
の
配
当
金
に
は
総
合
課
税
を
し
な
か
っ

た
の
で
あ
る
が
、
こ
の
改
正
に
よ
り
総
合
課
税
を
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
つ
ま
り
、

法
人
実
在
説
的
な
考
え
方
を
採
用
し
た
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
に
課
税
の

体
系
が
確
立
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
従
前
の
法
人
の
種
類
に
よ
っ
て
課
税
の
方
法
を

異
に
す
る
方
式
を
廃
止
し
て
、
す
べ
て
同
様
に
課
税
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
た
だ
、

第
一
種
所
得
税
は
、
甲
超
過
所
得
、
乙
留
保
所
得
、
丙
配
当
所
得
、
丁
清
算
所
得
、

戊
施
行
地
外
法
人
の
施
行
地
に
お
け
る
資
産
、
営
業
よ
り
生
ず
る
所
得
、
の
五
種
の

所
得
と
し
て
そ
れ
ぞ
れ
に
応
じ
て
課
税
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

更
に
大
正
九
年
の
第
一
種
所
得
税
は
、
留
保
所
得
に
重
課
さ
れ
た
の
で
、
社
内
の

蓄
積
を
少
な
か
ら
し
め
、
産
業
基
盤
を
弱
体
化
す
る
と
す
る
意
見
が
多
く
、
甲
、
乙
、

丙
に
区
分
さ
れ
る
。

同
族
会
社
の
保
留
金
に
対
し
て
は
、
配
当
と
み
な
し
て
課
税
す
る
こ
と
は
繁
雑
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
普
通
所
得
の
税
額
に
加
算
し
て
徴
収
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

ま
た
、
第
一
種
所
得
税
と
第
二
種
所
得
税
の
重
複
課
税
を
避
け
る
た
め
に
第
二
種

所
得
税
は
、
第
一
種
所
得
税
額
か
ら
排
除
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

な
お
、
一
九
三
五
(
昭
和
一

0
)
年
に
は
、
臨
時
利
得
税
が
課
税
さ
れ
る
こ
と
と

つゐqt
u
 

円
く

u

工
つ
こ
0

4
ザ

/

市

中

/

地
方
税
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
府
県
制
お
よ
び
市
制
@
町
村
制
の
定
め
が
あ
り
、

ま
た
国
税
附
加
税
の
制
限
に
つ
い
て
つ
地
方
税
制
限
一
一
関
ス
ル
件
L

が
あ
っ
た
が
、

第
一
次
世
界
大
戦
以
来
の
地
方
団
体
の
財
政
需
要
の
急
激
な
増
加
に
対
処
す
る
た
め

大
正
一
五
年
に
つ
地
方
税
制
限
ニ
関
ス
ル
法
律
」
を
改
正
し
て
地
方
税
一
一
関
ス
ル
法

律
(
法
律
2
4
号
)
を
制
定
し
た
④
。

四

一
九
三
七
(
昭
和
三
己
年
の
改
正
よ
り
終
戦
ま
で

こ
の
時
期
は
わ
が
国
の
経
済
の
中
心
が
農
業
か
ら
商
業
に
移
行
し
た
時
代
で
あ
っ

て
、
所
得
税
が
酒
税
と
と
も
に
国
税
の
二
大
支
柱
の
一
つ
と
な
り
、
や
が
て
租
税
体

系
に
お
い
て
中
核
的
位
置
を
占
め
る
に
至
っ
た
時
代
で
あ
る
。
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即
ち
、
一
九
三
七
に
は
、
国
家
の
財
政
需
要
は
、
増
大
の
一
途
を
辿
り
、
中
央
・

地
方
を
通
ず
る
画
期
的
な
税
制
改
革
案
が
国
会
に
提
出
さ
れ
た
が
、
内
閣
の
更
迭
(
浜

田
国
松
の
腹
切
問
答
)
に
よ
っ
て
撤
回
さ
れ
て
成
立
し
な
か
っ
た
(
馬
場
財
政
)
。
そ

し
て
、
こ
の
応
急
措
置
と
し
て
臨
時
租
税
増
徴
法
が
設
け
ら
れ
各
税
に
わ
た
っ
て
増

徴
が
行
わ
れ
、
ま
た
、
新
税
と
し
て
、
法
人
資
本
税
、
揮
発
油
税
、
有
価
証
券
移
転

税
等
が
創
設
さ
れ
た
。
こ
の
臨
時
租
税
増
徴
法
に
よ
り
、
普
通
所
得
は

1
0
%
(外

国
法
人
は

2
0
%
)
と
な
っ
た
。

一
九
三
七
年
七
月
に
は
日
華
事
変
の
勃
発
に
伴
い
、
こ
の
軍
事
費
に
充
て
る
た
め

の
北
支
那
事
件
特
別
税
法
が
設
け
ら
れ
た
。
そ
し
て
、
こ
れ
は
所
得
特
別
税
、
臨
時

利
得
特
別
税
、
利
益
配
当
特
別
税
、
公
債
及
び
社
債
利
子
特
別
税
、
物
品
特
別
税
の

五
種
で
あ
っ
た
。
所
得
特
別
税
の
う
ち
第
一
種
所
得
特
別
及
び
超
過
所
得
に
対
す
る

1
0
%増
の
税
率
と
し
た
の
で
あ
る
。

一
九
三
八
年
に
は
、
日
華
事
変
の
発
展
に
伴
い
、
こ
の
北
支
那
事
件
特
別
税
を
支

那
事
変
特
別
税
法
に
吸
収
し
て
、
税
制
が
増
徴
か
つ
簡
素
化
さ
れ
た
。

日
華
事
変
が
長
期
化
す
る
に
つ
れ
て
戦
費
の
調
達
に
つ
い
て
税
制
の
基
本
的
在
り

方
を
検
討
す
る
必
要
に
迫
ら
れ
、
一
九
三
九
(
昭
和
一
四
)
年
に
は
、
中
央
・
地
方

を
通
ず
る
税
制
改
革
案
が
樹
立
さ
れ
た
。

こ
の
内
容
と
し
て
は
、
①
中
央
地
方
を
通
じ
て
負
担
の
均
衡
を
図
る
こ
と
、
②
経

済
諸
政
策
と
の
調
和
を
図
る
こ
と
、
③
収
入
の
増
加
を
図
る
と
と
も
に
弾
力
性
の
あ

る
税
制
と
す
る
こ
と
、
④
税
制
の
簡
易
化
を
図
る
こ
と
、
の
四
項
目
を
目
標
と
し
て

国
税
及
び
地
方
税
の
全
般
に
わ
た
っ
て
根
本
的
改
正
が
行
わ
れ
た
。
そ
し
て
、
所
得

税
に
つ
い
て
は
分
類
所
得
税
と
綜
合
所
得
税
の
二
本
建
て
と
し
、
法
人
に
つ
い
て
は

従
前
の
第
一
種
所
得
税
と
法
人
資
本
税
を
統
合
し
て
法
人
税
と
し
て
独
立
せ
し
め

た
。
こ
こ
に
初
め
て
法
人
税
と
い
う
税
目
と
し
て
、
独
立
を
み
た
の
で
あ
る
。
ま
た
、

協
同
組
合
等
に
対
し
て
も
、
こ
れ
ら
を
特
別
法
人
と
し
、
特
別
法
人
税
法
を
創
設
し

て
課
税
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
法
人
税
法
に
お
い
て
は
、
法
人
の
各
事
業
年
度
の
所

得
及
び
清
算
所
得
と
書
く
事
業
年
度
の
資
本
に
対
す
る
課
税
で
あ
っ
た
。
そ
の
税
率

我が国における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

は
、
各
事
業
年
度
の
所
得
に
対
し
て
は

1
8
%
、
各
事
業
年
度
の
資
本
に
対
し
て
は

0
。
1
5
%
で
あ
っ
た
。

な
お
、
法
人
税
の
所
得
金
額
の
計
算
に
つ
い
て
、
注
目
す
べ
き
二
つ
の
点
の
改
正

が
あ
っ
た
。
そ
の
一
つ
は
、
法
人
の
納
付
し
た
法
人
税
等
は
、
損
金
算
入
を
認
め
な

い
こ
と
、
そ
の
二
は
当
該
事
業
年
度
開
始
前
三
年
以
内
に
生
じ
た
欠
損
金
は
控
除
す

る
こ
と
を
認
め
た
の
で
あ
る
。

翌
々
一
九
四
二
年
に
は
、
さ
ら
に
臨
時
軍
事
費
の
増
加
に
伴
い
、
法
人
税
の
税
率

は
2
5
%
(外
国
法
人
3
7
%
)
清
算
所
得
に
対
し
て

2
5
%
と
な
っ
た
。
ま
た
、

同
族
会
社
の
加
算
税
も
増
徴
さ
れ
た
。

さ
ら
に
一
九
四
四
年
に
は
、
そ
の
増
大
す
る
戦
費
を
賄
う
た
め
、
法
人
税
に
つ
い

て
は

3
0
%、
法
人
資
本
税
は

0
。
3
%
に
税
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
ま
た
、
こ

の
年
に
、
資
本
金
五

0
0
万
円
以
上
の
会
社
及
び
保
険
会
社
等
一
定
の
規
模
を
有
す

る
法
人
は
、
申
告
納
税
を
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
た
。
こ
れ
は
申
告
納
税
の
嘱
矢
で
あ
っ

た
(
全
面
的
に
申
告
納
税
制
度
と
な
っ
た
の
は
一
九
四
七
年
で
あ
る
)
。

一
九
四
五
年
に
は
、
法
人
税
の
税
率
は
、

3
3
%
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
同
時
に
、

申
告
納
税
に
資
す
る
た
め
に
、
大
蔵
省
に
お
い
て
は
、
「
法
人
税
各
税
ノ
取
扱
」
を
公

表
し
た
。
こ
れ
は
、
課
税
当
局
の
税
務
上
の
見
解
を
示
し
た
も
の
で
で
あ
っ
て
、
通

達
公
開
の
は
し
り
で
あ
っ
た
。

又
、
昭
和
一
六
年
に
第
二
大
戦
が
勃
発
す
る
と
と
も
に
戦
費
は
増
大
の
一
途
を
た

ど
っ
た
た
め
、
毎
年
増
税
が
く
り
返
さ
れ
、
税
負
担
は
甚
だ
し
く
過
重
と
な
る
と
同

時
に
急
速
に
大
衆
課
税
化
し
、
そ
の
納
税
者
数
は
昭
和
一
五
年
の
約
四
0
七
万
人
に

対
し
昭
和
一
九
年
に
は
一
、
二
四
0
万
人
と
な
っ
た
⑤
。

五
。
一
九
四
六
(
昭
和
二
一
)
年
の
終
戦
か
ら
一
九
四
九
(
昭
和
二
四
)
年
転
換

期
ま
で

戦
後
の
租
税
の
経
過
は

(
1
)
終
戦
か
ら
昭
和
二
四
年
ま
で
の
転
換
期
、

(
2
)
昭

和
二
五
年
に
シ
ャ
ウ
プ
税
制
が
確
立
し
た
時
期
、

(
3
)
昭
和
二
八
年
以
降
の
シ
ャ
ウ

プ
税
制
が
な
し
く
ず
し
的
に
修
正
さ
れ
た
時
期
、

(
4
〉
昭
和
六
二
年
以
降
の
抜
本
的

333-
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な
税
制
改
革
の
始
ま
っ
た
時
期
の
四
つ
に
分
け
る
こ
と
が
で
き
る
⑥
。

即
ち
、
戦
後
に
お
け
る
税
制
改
正
の
大
き
な
も
の
と
し
て
は
二
九
五
0
年
の
シ
ャ

ウ
プ
勧
告
に
基
づ
く
改
正
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
れ
ま
で
は
、
い
わ
ば
応
急

的
な
改
正
で
あ
っ
た
。
一
九
四
六
年
に
は
、
終
戦
後
の
時
局
の
収
拾
、
国
民
生
活
の

安
定
の
確
保
等
の
た
め
の
財
政
需
要
に
応
ず
る
た
め
の
税
制
を
確
立
す
る
た
め
の
増

税
が
行
わ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
法
人
税
に
つ
い
て
は
、
法
人
臨
時
利
得
税
は
廃
止
さ

れ
た
。

Vo1.28-A， 

な
お
、
繰
越
欠
損
金
の
控
除
は
、
一
年
以
内
の
も
の
に
限
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

次
に
一
九
四
七
年
に
は
、
終
戦
後
に
お
け
る
経
済
事
情
の
変
化
に
対
応
す
る
た
め

に
、
①
現
下
の
国
民
経
済
の
再
建
の
た
め
の
適
切
な
税
制
を
確
立
す
る
こ
と
、
②
国

民
生
活
の
実
情
に
即
応
し
た
国
民
の
負
担
の
公
正
を
は
か
る
こ
と
、
③
税
制
の
民
主

化
を
図
る
と
と
も
に
税
制
の
平
明
簡
素
化
を
は
か
る
こ
と
、
の
三
項
目
を
目
標
と
し

た
。
そ
し
て
、
所
得
税
及
び
法
人
税
に
つ
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
申
告
納
税
制
度
を
全

面
的
に
採
用
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
法
人
税
に
つ
い
て
は
、
ま
ず
普
通
所
得
の
税
率

は
据
え
置
く
こ
と
と
し
、
超
過
所
得
に
つ
い
て
は
、

1
0
%
を
超
え
2
0
%
以
下
の

金
額
は

1
0
%、
2
0
%
を
超
え
3
0
%以
下
の
金
額
は

2
0
%、
3
0
%
を
超
え

る
金
額
は

3
0
%
の
税
率
に
よ
る
こ
と
と
し
軽
減
さ
れ
た
。
ま
た
、
各
事
業
年
度
の

資
本
に
対
す
る
税
に
つ
い
て
は
、
。
。

5
%と
さ
れ
た
。

な
お
、
一
九
四
八
年
に
は
、
特
別
法
人
税
を
廃
止
し
て
、
こ
れ
を
法
人
税
に
統
合

し
、
法
人
の
資
本
課
税
を
廃
止
し
、
ま
た
、
超
過
所
得
に
対
す
る
負
担
を
軽
減
う
す

る
等
の
改
正
が
行
わ
れ
た
。

一
九
四
九
年
に
は
、
大
き
な
改
正
は
な
か
っ
た
が
、
法
人
税
に
関
し
て
注
目
す
べ

き
も
の
と
し
て
は
、
第
一
に
株
式
の
額
面
超
過
金
は
そ
の
全
額
を
益
金
不
算
入
と
さ

れ
た
こ
と
、
第
二
に
法
令
等
に
よ
り
そ
の
所
有
す
る
固
定
資
産
が
買
収
さ
れ
た
場
合

に
つ
い
て
課
税
上
の
特
例
が
認
め
ら
れ
た
こ
と
で
あ
る
。

な
お
、
こ
の
一
九
四
九
年
四
月
に
シ
ャ
ウ
ブ
税
制
使
節
団
が
来
日
し
、
十
一
月
に

四
0
0
ペ
ー
ジ
に
わ
た
る
「
シ
ャ
ウ
プ
使
節
団
日
本
税
制
勧
告
書
L

が
公
表
さ
れ
た
。
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こ
れ
に
よ
っ
て
、
翌
一
九
五

0
年
の
画
期
的
税
制
改
正
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

カ
ー
ル
・
シ
ャ
ウ
プ
博
士
を
団
長
と
す
る
シ
ャ
ウ
プ
使
節
団
は
占
領
軍
総
司
令
部

の
招
き
で
来
日
し
、
約
三
か
月
半
に
わ
た
っ
て
わ
が
税
制
に
つ
い
て
調
査
検
討
を
行

な
っ
た
の
ち
報
告
書
を
発
表
し
た
の
で
あ
る
。

ノ、。

一
九
五
0

(
昭
和
二
五
i
二
七
)
年
の
シ
ャ
ウ
プ
税
制
改
正

一
九
四
九
年
の
シ
ャ
ウ
プ
税
制
勧
告
に
基
づ
い
て
、
国
税
及
び
地
方
税
を
通
じ
る

画
期
的
な
献
策
が
行
わ
れ
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
税
制
改
革
が
行
わ
れ
た
。

ま
ず
、
法
人
税
に
つ
い
て
は
、
そ
の
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
、
い
わ
ゆ
る
法
人

擬
制
説
的
な
思
考
に
よ
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
そ
の
一
つ
は
法
人
は
株
主

の
集
合
体
で
あ
る
こ
と
を
徹
底
し
た
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
受
取
配
当
は
益
金

不
算
入
と
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
一
九
二

0
(大
正
九
)
年
以
来
、
法
人
独
立
説
に
よ
っ

て
構
成
さ
れ
て
き
た
法
人
税
は
、
こ
こ
に
大
き
な
変
革
を
賀
し
た
の
で
あ
る
。
そ
の

二
は
、
法
人
の
負
担
を
合
理
的
な
も
の
と
し
、
資
本
の
蓄
積
を
図
る
こ
と
と
さ
れ
た

こ
と
で
あ
る
。
こ
の
た
め
従
来
の
超
過
所
得
及
び
清
算
所
得
に
対
す
る
課
税
を
廃
止

し
、
他
方
所
得
を
社
内
に
留
保
し
た
場
合
に
は
、
一
定
の
方
法
に
よ
り
保
留
金
(
積

立
金
)
に
対
す
る
課
税
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
た
。
こ
の
改
正
の
主
な
点
を
掲
げ
る
と
、

次
の
と
お
り
で
あ
る
。

(
1
)
公
益
法
人
で
あ
っ
て
も
収
益
事
業
を
営
む
も
の
に
対
し
て
は
、
法
人
税
を

課
す
る
こ
と
と
し
て
納
税
義
務
を
拡
大
し
た
こ
と
。

(
2
〉
同
族
会
社
の
範
囲
を
拡
大
し
た
こ
と
。

(
3
)
課
税
標
準
た
る
所
得
計
算
に
つ
い
て
整
備
を
図
る
こ
と
と
し
た
こ
と
。

①
額
面
超
過
金
及
び
減
資
差
益
、
合
弁
差
益
等
の
資
本
取
引
に
よ
る
剰
余
金

は
、
益
金
不
算
入
と
す
る
こ
と
。

②
棚
卸
資
産
の
評
価
の
規
定
を
整
備
す
る
こ
と
。

③
固
定
資
産
の
減
価
償
却
の
規
定
を
整
備
す
る
こ
と
。

④
修
繕
費
と
資
本
的
支
出
の
区
分
を
整
備
す
る
こ
と
。
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⑤
貸
倒
準
備
金
制
度
を
創
設
す
る
こ
と
。

(
4
)
欠
損
金
の
繰
越
し
繰
戻
し
の
制
度
を
創
設
す
る
こ
と
。

(
5
)
青
色
申
告
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
。

(
6
〉
申
告
書
に
つ
い
て
自
署
押
印
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
。

な
お
、
法
人
税
の
こ
の
よ
う
な
大
改
革
に
伴
い
、
国
税
庁
に
お
い
て
は
、
法
人
税

基
本
通
達
(
直
法
一
ー
ー
一

0
0
・
昭
和
二
五
年
九
月
二
五
日
)
を
公
表
し
た
。

ま
た
、
こ
の
年
に
お
い
て
は
、
資
産
再
評
価
が
実
施
さ
れ
た
。

こ
の
よ
う
に
し
て
シ
ャ
ウ
プ
勧
告
に
基
づ
い
て
昭
和
二
五
年
に
成
立
し
た
租
税
制

度
を
一
体
と
し
て
シ
ャ
ウ
プ
税
制
と
呼
ぶ
が
こ
の
体
系
は
次
表
に
示
し
た
通
り
で
あ

る
⑦
。

我が国における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

シャウプ税制における租税体系

地 方 税

区 分 国 税
道 府 県 税 市町村税

直接税 所 f辱 税 事業税および特別j所付税 市町村民税

(収得税) 法 人 税 (附加価fil(悦が実施され) 回定資産税
ないものとすれば

財産悦
相 後 税 鉱 区 税 自動車税

事 絡 税 自 動 車 税 荷車税

再評価税 自匝 業 t怪 税 接客人税

日本銀行券発行悦 4守 事k 者 税

間援悦 7酎 税 入 t島 税 電気"/fス税

(消費税) 砂鰭消費校 遊 興 飲 食 税 入 i母税

さ軍発 j由税 木村引取税

物 ロロロ 税 広告税

骨 I!" い税

関 税

専売益 金

その他 通 行 税 附 加 価 {産 税

(訴以昌悦) 印 量k 校

登 S事 税

取引所税

と ん 税

七

(
昭
和
三
六
)
年
の
資
本
充
実
に
関
す
る
改
正

一
九
六

首
相
か
ら
昭
和
三
四
年
五
月
一
九
日
付
け
の
諮
問
を
受
け
、
税
制
調
査
会
が
三
年

間
税
制
全
般
に
つ
い
て
検
討
を
行
な
い
そ
の
答
申
し
た
事
項
を
中
心
と
し
て
改
正
が

行
な
わ
れ
た
。

即
ち
、
一
九
六
一
年
の
税
制
改
正
は
、
所
得
税
、
法
人
税
を
中
心
と
す
る
減
税
で

あ
り
、
法
人
税
に
つ
い
て
は
、
①
技
術
革
新
の
状
況
に
応
ず
る
耐
周
年
数
の
改
訂
(
約

2
0
%
の
短
縮
)
、
②
企
業
の
資
本
構
成
の
是
正
、
増
資
促
進
を
狙
い
ろ
す
る
配
当
課

税
方
式
の
改
正
、
③
内
部
留
保
に
資
金
調
達
の
重
点
を
置
く
中
小
企
業
、
同
族
会
社

の
留
保
所
得
課
税
の
軽
減
合
理
化
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
法
人
税
率
4
0
%
を
配
当
部
分
に
つ
い
て
は

1
0
%引
き
下
げ
て

3
0
%
と
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
配
当
促
進
を
狙
っ
た
の
で
あ
る
。

一
九
六
二
年
に
お
い
て
は
、
外
国
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
整
備
が
図
ら
れ
た
。

ま
た
、
退
職
年
金
積
立
金
に
対
す
る
課
税
が
創
設
さ
れ
た

0

・

一
九
六
三
年
に
お
い
て
は
、
所
得
税
、
法
人
税
の
負
担
の
軽
減
が
行
わ
れ
た
。
法

人
税
に
つ
い
て
は
同
族
会
社
の
留
保
所
得
ん
い
対
す
る
課
税
が
軽
減
さ
れ
た
(
控
除

額
を
課
税
所
得
の

1
5
%
又
は
一

0
0
万
円
の
い
ず
れ
か
大
き
い
金
額
と
さ
れ
た

(
従
前
は
課
税
所
得
の

1
0
%
か
ら
五

0
万
円
の
い
ず
れ
か
大
き
い
金
額
)
。

一
九
六
三
年
二
一
月
税
制
調
査
会
か
ら
「
所
得
税
法
及
び
法
人
税
法
の
整
備
に
関

す
る
答
申
」
が
公
表
さ
れ
た
。

F
h
d
 

q〈
d

一
九
六
四
年
に
は
、
中
小
企
業
の
負
担
の
軽
減
が
行
わ
れ
、
貸
倒
準
備
金
を
貸
倒

引
当
金
に
改
め
て
全
額
洗
替
制
度
と
さ
れ
た
。
ま
た
、
減
価
償
却
不
足
額
は
繰
越
期

聞
が
五
年
で
あ
っ
た
も
の
が
三
年
に
短
縮
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
商
法
改
正
に
よ
る
法

人
税
法
の
整
備
が
図
ら
れ
た
(
た
と
え
ば
、
圧
縮
記
帳
の
表
示
方
法
等
〉
。

/¥ 。

一
九
六
五
(
昭
和
四

0
〉
年
の
法
人
税
法
の
全
文
改
正
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此
の
年
度
に
お
い
て
は
、
毎
年
度
の
自
然
増
収
額
2
0
%
程
度
を
減
税
に
充
て
る

べ
き
で
あ
る
と
す
る
税
制
調
査
会
の
答
申
を
基
本
と
し
た
。

租
税
法
律
主
義
と
税
法
の
簡
素
平
明
を
主
た
る
目
的
と
し
て
、
所
得
税
法
、
法
人

税
法
の
全
文
改
正
が
行
わ
れ
た
。
し
ょ
し
て
、
そ
の
ポ
イ
ン
ト
を
示
せ
ば
、
次
の
と

お
り
で
あ
る
が
、
昭
和
二
五
年
の
シ
ャ
ウ
プ
税
制
以
後
、
経
済
の
進
展
に
伴
い
毎
年

の
よ
う
に
、
必
要
な
改
正
が
加
え
ら
れ
、
そ
の
内
容
は
極
め
て
複
雑
化
し
、
申
告
納

税
の
建
前
か
ら
も
そ
の
簡
明
平
易
化
が
望
ま
れ
て
い
た
の
が
実
施
さ
れ
た
。
し
か
し
、

相
変
わ
ら
ず
条
文
は
難
解
の
も
の
が
多
い
。

①
条
文
の
セ
ン
テ
ン
ス
を
短
く
す
る
。

②
か
っ
こ
書
や
準
用
規
定
、
読
み
替
え
規
定
は
で
き
る
限
り
避
け
る
。

③
本
文
中
に
例
外
事
項
を
挿
入
す
る
こ
と
は
で
き
る
限
り
避
け
別
項
で
規
定

し
、
ま
た
複
雑
な
内
容
の
条
文
に
つ
い
て
は
号
を
設
け
て
結
論
を
読
み
や
す

く
す
る
。

③
規
定
の
明
確
化
⑮

通
達
に
よ
り
処
理
さ
れ
て
い
る
事
項
の
う
ち
重
要
な
も
の
、
そ
の
他
法
令

で
期
待
す
る
こ
と
が
妥
当
と
考
え
ら
れ
る
諸
点
に
つ
き
、
規
定
の
明
確
化
を

図
る
。

(
1
)
体
系
の
整
備

租
税
法
律
主
義
を
建
前
と
し
つ
つ
、
同
時
に
、
一
般
の
納
税
者
に
理
解
し

や
す
い
法
令
体
系
と
す
る
た
め
次
に
よ
り
体
系
を
整
備
す
る
。

①
現
行
政
令
又
は
省
令
で
規
定
さ
れ
て
い
る
事
項
で
重
要
な
も
の
は
法
律
に

お
い
て
規
定
す
る
と
と
も
に
細
部
は
で
き
る
限
り
政
令
に
お
い
て
規
定
し
、

省
令
は
原
則
と
し
て
手
続
事
項
の
み
に
つ
い
て
規
定
す
る
。

②
国
税
庁
取
扱
通
達
で
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
の
う
ち
、
重
要
事
項
は
法
令

に
吸
収
す
る
。

③
法
律
の
構
成
に
つ
い
て
、
総
則
的
事
項
、
居
住
者
に
関
す
る
事
項
、
非
居

住
者
に
関
す
る
事
項
等
を
そ
れ
ぞ
れ
別
編
と
す
る
等
規
定
の
配
列
に
工
夫
を

こ
ら
し
て
理
解
し
や
す
い
も
の
と
す
る
。

④
現
在
本
法
で
規
定
さ
れ
て
い
る
重
要
物
産
免
税
、
渇
水
準
備
金
、
違
約
損

失
補
償
準
備
金
、
以
上
危
険
準
備
金
に
関
す
る
事
項
は
、
規
定
内
容
の
性
格

に
か
え
り
み
、
租
税
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
。

(
2
)
表
現
の
平
明
化

条
文
の
組
立
て
及
び
表
現
の
方
法
に
つ
い
て
は
、
次
に
よ
り
そ
の
平
明
化

を
図
る
。

た
と
え
ば
、
割
賦
販
売
、
延
払
条
件
付
譲
渡
、
長
期
請
負
工
事
の
収
益
経

常
に
つ
い
て
の
取
扱
い
の
明
確
化
、
棚
卸
資
産
、
減
価
償
却
資
産
の
範
囲
の

明
確
化
、
返
品
調
整
引
当
金
を
損
金
算
入
と
す
る
現
行
取
扱
い
の
明
確
化
等
。

法
人
税
法
に
お
い
て
は
、
賞
与
引
当
金
制
度
の
創
設
、
退
職
引
当
金
に
つ

い
て
の
特
定
預
金
制
度
の
廃
止
、
受
取
配
当
の
負
債
利
子
の
簡
便
化
等
の
合

理
化
が
行
わ
れ
て
い
る
。

一
九
六
六
年
に
お
い
て
は
、
予
算
方
針
と
し
て
「
当
面
の
経
済
情
勢
に
対

処
さ
れ
る
た
め
公
債
の
発
行
に
よ
る
財
政
支
出
の
増
加
と
大
幅
減
税
を
断
行

を
通
じ
て
、
積
極
的
に
有
効
需
要
の
拡
大
を
図
り
経
済
の
安
定
成
長
へ
の
す

み
や
か
な
移
行
を
期
す
る
」
こ
と
と
さ
れ
大
幅
減
税
が
行
わ
れ
た
。
そ
し
て

法
人
税
に
お
い
て
は

3
7
%
を
2
%引
き
下
げ
て

3
5
%
と
さ
れ
た
。
ま
た
、

法
人
税
の
注
目
す
べ
き
改
正
と
し
て
は
、
山
陽
特
殊
鉱
の
粉
飾
消
決
算
を
契

機
と
し
て
、
こ
れ
に
よ
る
還
付
税
額
を
凍
結
す
る
規
定
を
設
け
た
こ
と
で
あ

る
。
ま
た
、
資
本
構
成
比
率
の
是
正
、
合
併
、
設
備
ス
ク
ラ
ッ
プ
化
促
進
の

た
め
の
特
別
税
額
控
除
制
度
が
創
設
さ
れ
た
。

一
九
六
七
年
に
は
、
法
人
税
に
関
す
る
改
正
は
な
か
っ
た
が
、
た
だ
、
法

人
税
法
二
二
条
四
項
と
し
て
、
課
税
所
得
は
、
「
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら

れ
る
会
計
処
理
の
基
準
し
に
よ
っ
て
計
算
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
す
る
規
定
が
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も
埋
め
ら
れ
た
(
税
法
と
企
業
会
計
の
調
整
に
関
す
る
意
見
書
、
昭
和
田
一

年
一

0
月
一
七
日
企
業
会
計
審
議
会
)
。

一
九
七
四
年
に
は
、
法
人
税
率
が
、

5
%引
き
上
げ
ら
れ

(
1
0
7
5
%
1

3
6
0
7
5
%
と
な
っ
た
(
従
前

3
5
%
)
。

一
九
七
四
年
に
は
、
法
人
税
率
は

4
0
%
(配
当
分
2
8
%
)
に
引
き
上

げ
ら
れ
た
。

我が固における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

会
社
臨
時
特
別
税
の
創
設
(
税
率
は
、
法
人
税
額
の

1
0
%
で
あ
る
)
。

一
九
八
一
年
に
は
、
法
人
税
率
は

4
2
%
(配
当
分
3
2
%
)
に
引
き
上

げ
ら
れ
た
。

一
九
八
二
年
に
は
、
価
格
変
動
準
備
金
が
廃
止
さ
れ
た
。

一
九
八
四
年
に
は
、
法
人
税
率
は

4
3
0
3
%
(配
当
分
3
3
0

と
な
っ
た
。

3
%
)
 

一
九
八
七
年
に
は
、
法
人
税
率
が

4
2
%
(従
前
4
3
0
3
%〉
に
引
き

下
げ
ら
れ
た
(
配
当
分
に
つ
い
て
は

3
2
%
(従
前

3
3
0
3
%
)
0

九。

一
九
八
八
(
昭
和
六
一
二
)
年
十
二
月
の
抜
本
的
税
制
改
正

一
九
八
八
年
四
月
に
は
、
税
制
調
査
会
「
税
制
改
革
に
つ
い
て
の
中
問
答
申
」
が

公
表
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
次
の
方
針
の
下
で
の
税
制
改
革
が
行
わ
れ
た
。

寸
今
後
の
高
齢
化
社
会
の
到
来
、
経
済
@
社
会
の
一
一
層
の
国
際
化
を
展
望
し
、
税

制
の
抜
本
的
改
革
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
国
民
の
税
に
対
す
る
不
公
平
感
を
払
拭
す

る
と
と
も
に
所
得
@
消
費
・
資
産
等
の
間
で
均
衡
が
と
れ
た
安
定
的
の
税
体
系
を
構

築
す
る
観
点
か
ら
、
所
得
税
負
担
の
軽
減
・
合
理
化
@
相
続
税
の
見
直
し
、
酒
税
等

の
抜
本
的
見
直
し
と
消
費
税
(
仮
称
)
の
創
設
、
法
人
税
率
の
引
下
げ
等
を
行
う
と

と
も
に
、
有
価
証
券
譲
渡
益
課
税
、
社
会
保
険
診
療
報
酬
課
税
の
特
例
の
見
直
し
等

の
負
担
の
公
平
確
保
の
た
め
の
措
置
等
を
講
ず
る
こ
と
と
し
、
次
の
と
お
り
税
制
改

正
を
行
う
も
の
と
す
る
。
し

こ
れ
に
伴
い
、
税
制
改
革
法
が
制
定
さ
れ
、
消
費
税
が
創
設
さ
れ
た
(
昭
和
六
回

年
四
月
一
日
以
降
の
取
引
に
つ
い
て
施
行
)
。
ま
た
、
こ
れ
に
伴
い
物
品
税
は
廃
止
さ

ー
た
。消

費
税
の
創
設
に
つ
い
て
い
さ
さ
か
述
べ
る
な
ら
ば
、
現
行
税
制
は
昭
和
二
五
年

シ
ャ
ウ
プ
勧
告
に
基
づ
く
も
の
で
そ
の
後
の
経
済
情
勢
に
即
応
し
て
必
要
な
改
正
が

行
な
わ
れ
て
い
る
が
、
近
年
様
々
な
ゆ
が
み
が
目
立
っ
て
き
て
、
国
民
に
も
強
い
批

判
が
で
て
い
る
ほ
か
、
今
後
に
お
け
る
わ
が
国
老
齢
化
社
会
に
対
処
し
て
国
民
の
負

担
の
あ
り
方
を
ど
う
す
べ
き
か
等
の
問
題
が
あ
り
、
税
制
の
抜
本
的
見
直
し
が
行
な

わ
れ
て
い
た
が
、
政
府
は
税
制
調
査
会
の
「
税
制
改
革
に
つ
い
て
の
中
問
答
申
(
昭

和
六
三
年
四
月
)
を
受
け
、
所
得
税
、
法
人
税
及
び
相
続
税
に
つ
い
て
税
率
の
引
き

下
げ
を
行
な
う
等
大
幅
な
減
税
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
個
別
間
接
税
を
原
則
と
し

て
廃
止
し
、
新
た
に
全
て
の
取
引
を
対
象
と
す
る
消
費
税
を
導
入
す
る
税
制
改
革
を

実
施
す
る
こ
と
と
し
た
⑧
。

(
1
)
法
人
税
率
の
引
下
げ

法
人
税
に
つ
い
て
は
、
税
率
が
次
の
よ
う
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。

従

改

元
年
度

円

i
q
t
u
 

目リ

正
二
年
度
以
降

普
通
法
人
の
税
率

留
保
分

配
当
分

中
小
法
人
の
軽
減
税
率

留
保
分

配
当
分

共
同
組
合
等
の
軽
減
税
率

留
保
分

2

7

%

i

つ
ム
門

i
島パ

配
当
分

2
2
%

(
2
)
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入

3 4 
2 2 
%3% 

7 

5 
3%4 
5r'> 0 
%実%。
効
税
率
4 
9 

9
8
%
)
 

2 3 
4 0 
%2% 
8 
% 

2
9
%
 

2
6
%
 

2
7
%
 

2
5
%
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受
取
配
当
等
(
株
式
保
有
割
合
2
5
%以
上
の
株
式
に
係
る
も
の
を
除
く
〉

に
つ
い
て
、
益
金
不
算
入
割
合
が
次
の
よ
う
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。

従

前

改

正

元

年

度

二

年

度

以

降

1

0

0

%

9

0

%

8

0

%

 

(
注
)
上
記
の
改
正
は
、
当
該
各
年
度
の
四
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業

年
度
か
ら
適
用
さ
れ
た
。

(
3
)
少
額
減
価
償
却
等
の
限
度
額
の
引
上
げ

即
時
損
金
算
入
さ
れ
る
少
額
減
価
償
却
資
産
等
の
限
度
額
を
二

0
万
円
未

満
(
改
正
前
一

0
万
円
未
満
)
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
(
平
成
元
年
四
月
一
日

以
後
取
得
の
も
の
に
つ
い
て
適
用
)
。

(
4
)
外
国
税
額
控
除
制
度

外
国
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
た
。

①
控
除
限
度
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
国
外
所
得
か
ら
外
国
で
課
税
さ
れ

な
い
所
得
の
二
分
の
一
を
除
外
す
る
ほ
か
、
全
所
得
に
占
め
る
圏
外
所
得

の
割
合
は
、
原
則
と
し
て
、

9
0
%
を
限
度
と
さ
れ
た
。

②
5
0
%
を
超
え
る
率
で
課
さ
れ
る
税
の
う
ち
5
0
%
を
超
え
る
率
に
対

応
す
る
部
分
そ
の
他
所
得
に
対
す
る
負
担
割
合
が
高
率
で
あ
る
外
国
の
租

税
に
つ
い
て
そ
の
一
部
を
控
除
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
た
。

③
繰
越
控
除
限
度
額
及
び
繰
越
外
国
法
人
税
額
の
繰
越
期
聞
に
つ
い
て
、

現
行
の
各
五
年
を
各
三
年
に
短
縮
さ
れ
た
。

④
費
用
の
配
賦
方
法
等
に
つ
い
て
所
要
の
見
直
し
が
行
わ
れ
た
。

(
注
〉
上
記
の
改
正
は
、
所
要
の
経
過
措
置
を
講
じ
た
上
、
平
成
元
年
四
月

一
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用
さ
れ
た
。

一
九
八
九
年
に
は
、
租
税
特
別
措
置
法
の
か
な
り
の
整
理
合
理
化
が
行
わ
れ
た
。

一
九
九
0
年
に
は
、
公
的
年
金
等
の
課
税
の
軽
減
、
土
地
・
住
宅
税
制
の
合
理
化
、

製
品
輸
入
促
進
税
制
の
創
設
、
租
税
特
別
措
置
の
整
理
等
が
行
わ
れ
た
。
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。
一
九
九
一
(
平
成
三
)
年
の
改
正
⑨

平
成
三
年
の
改
正
は
税
制
の
抜
本
的
改
正
が
平
成
元
年
に
行
な
わ
れ
た
こ
と
か

ら
、
そ
の
後
の
社
会
経
済
の
実
態
に
即
し
た
見
直
し
が
図
ら
れ
て
い
る
。
即
ち
、
土

地
税
制
に
つ
い
て
土
地
基
本
法
の
制
定
を
踏
ま
え
地
価
税
の
創
設
が
行
な
わ
れ
た

他
、
固
定
資
産
税
に
係
る
土
地
の
評
価
の
均
衡
化
、
適
正
化
、
特
別
土
地
保
有
税
の

拡
充
強
化
等
が
行
な
わ
れ
た
。
主
な
も
の
は
次
の
通
り
で
あ
る
。

(
1
〉
法
人
の
土
地
等
の
譲
渡
益
課
税
が
、
次
の
よ
う
に
改
正
さ
れ
た
。

①
土
地
等
の
譲
渡
益
(
短
期
所
有
土
地
譲
渡
益
重
課
制
度
又
は
超
短
期
所

有
土
地
譲
渡
重
課
制
度
の
適
用
が
あ
る
土
地
等
の
譲
渡
益
を
除

く
。
〉
に
つ
い
て
、
通
常
の
法
人
税
の
ほ
か
、
新
た
に

1
0
%
の
税

率
に
よ
る
課
税
を
行
う
重
課
制
度
が
創
設
さ
れ
た
。

②
超
短
期
所
有
土
地
譲
渡
益
重
課
制
度
に
つ
い
て
、
現
行
の

3
0
%
の
税

率
に
よ
る
追
加
課
税
方
式
を
通
常
の
法
人
税
率
に

3
0
%
の
税
率

を
加
算
し
た
税
率
に
よ
る
分
離
課
税
方
式
に
改
め
た
上
、
そ
の
適

用
期
限
を
五
年
延
長
さ
れ
た
。

(
注
)
上
記
の
改
正
は
、
平
成
四
年
一
月
一
日
以
後
に
行
う
土
地
の
譲
渡
等

に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
。

③
長
期
所
有
土
地
等
か
ら
減
価
償
却
資
産
へ
の
買
換
え
等
に
つ
い
て
、
所

要
の
経
過
措
置
を
講
じ
た
上
、
特
例
制
度
が
廃
止
さ
れ
た
。

(
2
)
特
定
の
現
物
出
資
に
よ
り
取
得
し
た
有
価
証
券
の
圧
縮
額
の
損
金
算
入
制

度
に
つ
い
て
、
土
地
等
を
含
む
現
物
出
資
に
つ
き
次
の
特
例
措
置
が
講
ぜ
ら

れ
た
。

-338-

①
適
用
対
象
と
な
る
現
物
出
資
を
、
出
資
比
率
要
件

(
9
5
%
以
上
)
が

五
年
以
上
継
続
し
て
維
持
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
か
っ
、
被
出
資
法
人
の

行
う
事
業
が
出
資
法
人
に
よ
り
当
該
土
地
等
に
お
い
て
行
わ
れ
て
い
た
事
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業
の
全
部
又
は
一
部
で
あ
る
場
合
に
限
定
す
る
。

②
課
税
繰
延
割
合
を

8
0
%
(現
行
1
0
0
%
)
と
す
る
。

(
注
)
上
記
の
改
正
は
、
平
成
四
年
一
月
一
日
以
後
に
行
う
現
物
出
資
か
ら

適
用
さ
れ
る
。

(
3
)
商
法
等
の
一
部
改
正
に
伴
い
。
平
成
三
年
四
月
一
白
か
ら
平
成
八
年
三
月

三
一
日
ま
で
の
聞
に
株
式
会
社
に
つ
き
利
益
又
は
準
備
金
の
資
本
組
入
れ
が

行
わ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
資
本
に
組
入
れ
た
金
額
(
資
本
の
額
が
一
、

0
0
0
万
円
に
達
す
る
ま
で
の
部
分
に
相
当
す
る
金
額
に
限
る
。
)
の
う
ち
利

益
の
配
当
の
額
と
み
な
さ
れ
る
金
具
に
つ
い
て
、
所
得
税
を
課
さ
な
い
こ
と

と
す
る
特
例
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
た
。

(
4
)
湾
願
地
域
平
和
支
援
の
た
め
の
財
源
の
た
め
、
法
人
臨
時
特
別
税
が
創
設

さ
れ
た
。

我が国における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

①
納
税
義
務
者
は
法
人
税
が
課
税
さ
れ
る
す
べ
て
の
法
人
。

②
課
税
標
準
は
各
事
業
年
度
の
法
人
税
の
額
の
う
ち
三

0
0
万
円
を
超
え

る
部
分
。

③
税
率
は

2
0
5
%
で
あ
る
。

な
お
、
適
用
期
間
は
、

で
あ
る
。

一
年
間
(
平
成
三
年
度
中
に
終
了
す
る
事
業
年
度
)

。

一
九
九
二
(
平
成
田
)
年
の
改
正

わ
が
国
の
経
済
の
現
況
は
、
諸
要
因
が
様
変
わ
り
し
、
平
成
四
年
度
の
財
政
事
情

は
極
め
て
厳
し
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
と
の
認
識
の
下
、
ま
ず
徹
底
し
た
歳
出
の
見

直
し
が
必
要
で
あ
る
と
し
て
い
る
。
平
成
四
年
度
の
税
制
改
正
の
も
っ
と
も
大
き
な

も
の
と
し
て
は
、
相
続
税
、
贈
与
税
の
改
正
で
あ
る
。
そ
の
他
と
し
て
は
所
得
税
に

関
し
み
な
し
法
人
課
税
を
廃
止
す
る
こ
と
、
青
色
申
告
特
別
控
除
制
度
を
設
け
た
こ

と
で
あ
り
、
新
た
に
湾
岸
地
域
の
平
和
回
復
と
し
て
法
人
臨
時
特
別
税
を
、
衣
替
え

て
二
年
間
延
長
さ
れ
た
。

第
二
節

租
税
法
の
基
本
原
則

租
税
は
現
代
国
家
に
お
い
て
種
子
々
の
機
能
を
果
た
し
て
い
る
が
、
そ
の
本
来
の

機
能
は
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
必
要
な
資
金
を
調
達
す
る
こ
と
に
あ

る
。
従
っ
て
租
税
は
国
家
が
特
別
の
給
付
に
対
す
る
反
対
給
付
と
し
て
で
は
な
く
、

公
共
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
の
資
金
を
調
達
す
る
た
め
に
、
法
律
の
定
め
る
と

こ
ろ
に
従
っ
て
、
人
に
課
す
る
金
銭
給
付
で
あ
る
と
云
う
こ
と
が
で
き
る
。
現
行
租

税
体
系
は
次
の
様
に
な
る
⑮
。

大型間後税の位霞[図]

i個別消費税(個別間接税)
@消費税一一一一ー{
(通例は間援税)I一般消費税(大型間接税

単段階税(製造者売上税，卸売売上税，小売売上税)

伝票式{インボイス)

(EC，中曽観売上税)

綴簿式(アカウント)

〔大平一般消費税，竹下消費税〕

日
吋
d

q
J
 

η
J
 

I i制民税(取引高i税)
多段階税{

l非累積税(付加価値税)
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別表現行租税体系

課 税 形 惣 税普通税区 ・自的
の分等

租税の分類 税 自

収 得税 所得税・法人税

財産税 相量税続税{一・贈部与地続方議・地与税価税)・自動車重
国 普通税

消費税 Fi事35轟齢
目的税 電蹟与源税開発)・促特進別税と・ん地税方{地道路方税顛与(税地)方

税

普通税 流通税 税有価・税証取券引所取税引税・日・本登銀録行免許券税発行・税印紙・

とん

収得税 都道府県民税・事業税・法定外普通税

財産税 固動車外定税普資産・税鉱区{大税規・僕狩固猟定者資登産録税税)・・法自

都 直接課税形館 普通税 定 遇税

道 (!諮問) 消費税 税都道・特府別県地た方ば消こ費税税・・ゴ法ル定フ外場普利通説用

流通税 不動産取得税・法定外普通税
府

地
目的税 自・動水利車地取益得税税・軽油引取税・入猟税

県

所税量得税一部の一部・法人税郎の一部ば・税消費
開銀課税形態 交付税 -酒税のー・たこの

税

(伊景品) 税消石費油税の一税部の・地方道航路空税機燃の一部援 ・等道するもの 扱与税 ガス一部・ 料与
の一部

方
収得税 市町村民税・鉱産税・法定外普通税

財産税 保固有定税資産税・軽自動車税・特別土地

市 直接課税形悠
普通税

消費税 市町村たばこ税・法定外普通税

(翻持管) 流通税 法定外普通税
税 町

利入国地民渇税償益貌康・事保・共険業同税所組税設・税都・市宅計地画開税発税・水・目的税

村
所税得税の一酒郎・法人観部の一部ば・税消費

間接課税形悠
交付税 の一 部 ・ 税 の ー ・ た こ の

一部
税 (!が炉して)

消油航費自税機のス観燦璽量料甑の・地一方一(十道部部二路・大特説都の別市一との部んみ拠・} 
町に扱与 石ガ 一部
するもの 議与税

動空 税税のの

340 



195 

租
税
法
の
全
体
を
支
配
す
る
基
本
原
則
と
し
て
は
、
租
税
法
律
主
義
と
租
税
公
平

主
義
の
二
つ
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
両
者
は
、
と
も
に
、
近
代
以
前
の
国

家
に
お
け
る
租
税
の
あ
り
方
に
相
互
に
密
接
に
関
連
し
な
が
ら
、
近
代
国
家
に
お
い

て
確
立
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、
前
者
が
課
税
権
の
行
使
方
法
に
関
す
る
原
別
で
あ
る

の
に
対
し
、
後
者
は
主
と
し
て
税
負
担
の
配
分
に
関
す
る
原
則
で
あ
る
。
し
た
が
っ

て
、
前
者
は
形
式
的
原
理
で
あ
り
、
後
者
は
実
質
的
原
理
で
あ
る
、
と
い
う
こ
と
が

で
き
る
。
な
お
、
日
本
国
憲
法
が
日
本
国
憲
法
が
地
方
自
治
を
保
障
し
て
い
る
こ
と

と
の
関
連
で
、
自
主
財
政
主
義

も
、
現
行
租
税
法
の
基
本
原
則
の
一

我が固における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

つ
で
あ
る
と
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。

一
。
租
税
法
律
主
義

日
本
国
憲
法
コ
一

0
条
は
「
国
民
は
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
納
税
の
義
務
を

負
う
し
と
規
定
し
て
い
る
。
こ
の
規
定
は
法
的
効
果
に
お
い
て
は
、
国
民
は
法
律
の

定
め
に
よ
ら
ず
、
納
税
の
義
務
を
負
う
こ
と
は
な
い
旨
宣
言
し
て
い
る
。
そ
し
て
日

本
国
憲
法
に
お
い
て
は
、
国
民
主
権
の
考
え
方
の
も
と
に
国
家
が
提
供
す
べ
き
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
内
容
や
再
分
配
の
程
度
は
国
民
の
意
思
を
反
映
し
つ
つ
民
主
的
な
立
法

過
程
を
通
じ
て
決
定
さ
れ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

即
ち
、
租
税
は
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
資
金
を
調
達
す
る
た
め
に
、
国
民
の
富
の
一

部
を
国
家
の
手
に
移
す
も
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
賦
課
@
徴
収
は
必
ず
法
律
の
根
拠

に
基
づ
い
て
行
な
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
換
言
す
れ
ば
、
法
律
の
根
拠
に
も
と
づ

く
こ
と
な
し
に
は
、
国
家
は
賦
課
@
徴
収
す
る
こ
は
で
き
ず
、
国
民
は
租
税
の
納
付

を
要
求
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
。
こ
の
原
則
を
租
税
法
律
主
義
と
い
う
⑪
。

こ
の
意
味
に
お
け
る
租
税
法
律
主
義
は
、
近
代
法
治
主
義
の
、
租
税
の
賦
課
@
徴

収
の
面
に
お
け
る
現
れ
で
あ
る
。
法
治
主
義
と
は
、
権
力
分
立
を
前
提
と
し
て
、
公

権
力
の
行
使
を
法
律
の
根
拠
に
基
づ
い
て
認
め
、
そ
れ
に
よ
っ
て
国
民
の
「
自
由
と

財
産
し
を
保
障
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
る
政
治
原
理
な
い
し
憲
法
原
理
で
あ
る
。
一

般
化
し
て
い
え
ば
、
近
代
以
前
の
国
家
に
お
い
て
は
、
君
主
が
国
民
の
自
由
や
財
産

に
恋
意
的
に
干
渉
す
る
こ
と
が
多
か
っ
た
が
、
こ
れ
を
防
止
し
て
、
国
民
の
自
由
と

財
産
を
保
護
し
、
国
民
の
経
済
生
活
に
法
的
安
定
性
と
予
測
可
能
性
を
与
え
る
た
め
、

公
権
力
の
行
使
は
法
律
の
根
拠
に
基
づ
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
と
い
う
政
治
原
理

が
主
張
さ
れ
、
そ
れ
が
徐
々
に
憲
法
原
理
と
し
て
定
着
す
る
に
至
っ
た
の
で
あ
る
。

即
ち
、
民
主
主
義
的
租
税
観
に
そ
の
原
理
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

租
税
の
賦
課
@
徴
収
は
、
も
ち
ろ
ん
公
権
力
の
行
使
で
あ
る
か
ら
、
租
税
法
律
主

義
は
、
右
の
意
味
に
お
け
る
法
治
主
義
の
一
環
と
し
て
の
意
味
を
も
つ
が
、
歴
史
的

に
見
る
と
、
租
税
法
律
主
義
は
、
近
代
法
治
主
義
の
確
立
の
う
え
で
、
先
導
的
。
中

核
的
役
割
を
果
し
て
き
た
。

右
の
意
味
の
お
け
る
租
税
法
律
主
義
が
、
最
初
に
確
立
し
た
の
は
、
イ
ギ
リ
ス
に

お
い
て
で
あ
っ
た
。
一
一
二
五
年
六
月
一
五
日
の
マ
グ
ナ
@
カ
ル
タ
(
大
憲
章
)
に

お
け
る
第
一
一
一
条
に
、
「
一
切
の
楯
金
、
も
し
く
は
援
助
金
は
朕
の
王
国
の
一
般
評
議

会
に
よ
る
も
の
で
な
け
れ
ば
朕
の
王
国
に
お
い
て
は
こ
れ
を
課
さ
た
な
い
」
と
い
う

規
定
は
、
各
種
の
負
担
は
、
そ
れ
を
課
さ
れ
る
者
の
同
意
を
要
す
る
、
と
い
う
原
則

の
表
現
で
あ
っ
て
、
租
税
法
律
主
義
の
萌
芽
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
も
ち
ろ
ん
、

近
代
的
意
味
に
お
け
る
租
税
で
は
な
く
、
ま
た
、
一
般
評
議
会
も
封
建
貴
族
の
代
表

機
関
に
す
、
ぎ
な
か
っ
た
か
ら
、
こ
の
規
定
を
も
っ
て
近
代
的
意
味
に
お
け
る
租
税
法

律
主
義
を
宣
明
し
た
も
の
と
見
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
し
か
し
、
そ
れ
は
、
国
王
の

課
税
権
に
制
限
を
加
え
、
そ
の
行
使
を
一
般
評
議
会
の
協
賛
に
か
か
ら
し
め
て
い
る

点
で
、
租
税
法
律
主
義
の
発
達
に
大
き
な
影
響
を
与
え
た
。
す
な
わ
ち
、
議
会
制
度

の
成
立
と
と
も
に
、
こ
の
規
定
は
、
課
税
に
対
す
る
議
会
の
協
賛
権
へ
と
発
展
し
た

が
、
や
が
て
一
六
二
九
年
の
権
利
請
願
(
日

U
2
E
Cロ
丘

E
m
E印
)
お
よ
び
一
六
八
九

年
の
権
利
章
典
(
閉
山
口
え
対
応
宵
印
)
に
よ
っ
て
、
近
代
的
意
味
に
お
け
る
租
税
法
律

主
義
が
確
立
し
た
の
で
あ
る
倒
。

租
税
法
律
主
義
は
、
そ
の
後
、
他
の
諸
国
に
お
い
て
も
憲
法
原
理
と
し
て
承
認
さ

れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
わ
が
国
に
つ
い
て
い
え
ば
、
明
治
憲
法
は
、
寸
新
一
一
租
税
ア
課

シ
及
税
率
ヲ
変
更
ス
ル
ハ
法
律
ヲ
以
テ
之
ヲ
定
ム
ヘ
シ
」
(
六
二
条
一
項
)
と
規
定
し
、

十 341-
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日
本
国
憲
法
も
、
「
あ
ら
た
に
租
税
を
課
し
、
ま
た
は
現
行
の
租
税
を
変
更
す
る
に
は
、

法
律
又
は
法
律
の
定
め
る
条
件
に
よ
る
こ
と
を
必
要
と
す
る
」
(
八
四
条
)
と
規
定
し

て
、
租
税
法
律
主
義
を
宣
明
し
て
い
る
。

近
代
先
進
国
は
ほ
と
ん
ど
此
の
租
税
法
律
主
義
を
宣
言
し
て
い
る
と
云
っ
て
よ

二
。
税
負
担
公
平
原
則

VoI.28-A， 

税
負
担
は
国
民
の
あ
い
だ
に
即
し
て
公
平
に
配
分
さ
れ
な
か
れ
ば
な
ら
ず
、
各
種

の
租
税
法
律
関
係
に
お
い
て
は
国
民
は
平
等
に
取
り
扱
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い

う
原
則
を
、
租
税
公
平
主
義
ま
た
は
租
税
平
等
主
義
と
い
う
。
こ
れ
は
、
近
代
法
の

基
本
原
理
で
あ
る
平
等
原
則
の
課
税
の
分
野
に
お
け
る
現
れ
で
あ
り
、
直
接
に
は
憲

法
一
四
条
一
項
の
命
ず
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
内
容
的
に
は
、
「
担
税
力
に
即
し
た
課

税
し
と
租
税
の
「
公
平
」
な
い
し
っ
中
立
性

L
(
R
E
E
E己
を
要
請
す
る
も
の
で
あ

る
。
但
し
、
日
本
国
憲
法
の
こ
の
規
定
は
税
法
の
み
に
適
用
さ
れ
る
原
則
と
い
う
よ

り
は
、
す
べ
て
国
民
は
法
の
下
に
平
等
の
旨
規
定
し
た
一
般
的
原
則
で
あ
る
。

ま
ず
、
税
負
担
が
担
税
力
に
即
し
て
配
分
さ
れ
ま
け
ら
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
、
今

日
の
祖
税
理
論
が
ほ
ぼ
一
致
し
て
認
め
る
と
こ
ろ
え
あ
る
。
前
述
の
よ
う
に
、
一
入
、

平成 5年，第28号A，愛知工業大学研究報告，

一
九
世
紀
に
は
、
自
由
主
義
経
済
思
想
の
影
響
の
も
と
に
、
利
益
説
な
い
し
対
価
説

と
呼
ば
れ
る
考
え
方
が
主
張
さ
れ
、
税
負
担
は
各
人
が
国
家
か
ら
受
け
る
保
護
や
利

益
に
比
例
し
て
配
分
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
、
と
考
え
ら
れ
た
。
し
か
し
、
二

0
世
紀

に
な
る
と
、
租
税
を
納
付
す
る
こ
と
は
国
民
の
当
然
の
義
務
で
あ
り
、
税
負
担
は
各

人
に
坦
税
力
に
応
じ
て
配
分
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
、
と
い
う
考
え
方
が
支
配
的
な

な
つ
た
。
坦
税
力
と
は
、
各
人
の
経
済
的
負
担
能
力
の
こ
と
で
あ
る
が
、
畑
一
税
力
の

基
準
と
し
て
は
、
所
得
@
財
産
お
よ
び
消
費
の
一
一
一
つ
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ

の
う
ち
、
消
費
は
坦
税
力
の
尺
度
と
し
て
は
最
も
劣
っ
て
お
り
、
消
費
税
は
、
課
税

対
象
の
選
定
の
仕
方
に
よ
っ
て
は
、
逆
進
的
と
な
り
や
す
い
。
こ
れ
に
対
し
、
所
得

お
よ
び
財
産
は
、
畑
一
税
力
の
尺
度
と
し
て
よ
り
す
ぐ
れ
て
お
り
、
し
か
も
そ
れ
ら
を
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対
象
と
す
る
租
税
に
お
い
て
は
、
消
費
税
の
場
合
と
異
な
り
、
累
進
税
率
の
適
用
が

可
能
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
ら
の
租
税
は
、
公
平
な
税
負
担
の
配
分
な
ら
び
に
富
の
最

配
分
の
要
請
に
よ
り
よ
く
適
合
し
て
い
る
。
そ
の
う
ち
で
も
、
特
に
所
得
は
、
坦
税

力
の
尺
度
と
し
て
最
も
す
ぐ
れ
て
お
り
、
し
か
も
所
得
税
に
お
い
て
は
、
累
進
税
率

の
適
用
が
可
能
で
あ
る
の
み
で
な
く
、
基
礎
控
除
そ
の
他
の
人
的
諸
控
除
や
「
負
の

所
得
税
し
の
制
度
を
通
じ
て
最
低
生
活
水
準
の
保
障
を
図
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
か

ら
、
所
得
税
は
、
富
の
再
配
分
や
社
会
保
障
の
充
実
の
要
請
に
最
も
よ
く
合
致
す
る

と
い
え
る
。
も
っ
と
も
、
所
得
が
す
べ
て
正
確
に
把
握
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
く
、
ま

た
財
産
お
よ
び
消
費
も
坦
税
力
の
尺
度
で
あ
る
こ
と
に
か
わ
り
な
い
か
ら
、
実
際
の

制
度
に
お
い
て
は
、
所
得
税
を
中
心
と
し
な
が
ら
、
こ
れ
に
財
産
税
お
よ
び
消
費
税

を
適
度
に
組
合
せ
、
所
得
@
財
産
お
よ
び
消
費
の
間
で
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
税
制
を

構
築
す
る
こ
と
が
、
坦
税
力
に
即
し
た
税
負
担
の
配
分
の
た
め
に
好
ま
し
い
と
さ
れ

て
い
る
。
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次
に
、
公
平
な
い
し
中
立
性
の
原
則
は
、
憲
法
一
四
条
一
項
に
由
来
す
る
「
平
等

取
扱
原
則
L

な
い
し
寸
不
平
等
取
扱
禁
止
原
則
」
を
内
容
と
す
る
も
の
で
、
課
税
の

う
え
で
、
同
様
の
状
況
に
あ
る
も
の
は
同
様
に
、
異
な
る
状
況
に
あ
る
も
の
は
状
況

に
応
じ
て
異
な
っ
て
取
り
扱
わ
れ
る
べ
き
こ
と
を
要
求
す
る
。
も
っ
と
も
、
二
人
の

納
税
者
ま
た
は
二
種
類
の
所
得
を
比
較
し
た
場
合
に
、
両
者
が
同
様
の
状
況
に
あ
る

と
見
る
べ
き
か
、
そ
れ
と
も
異
な
る
状
況
に
あ
る
と
見
る
べ
き
か
、
に
つ
い
て
は
、

見
解
の
分
か
れ
る
こ
と
が
少
な
く
さ
い
。
た
と
え
ば
、
所
得
税
法
に
お
い
て
、
長
期

譲
渡
所
得
は
そ
の
金
額
の
二
分
の
一
の
み
が
課
税
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
(
所
得
税

法
二
二
条
二
項
)
が
、
長
期
譲
渡
所
得
は
長
期
間
に
わ
た
っ
て
累
積
し
て
き
た
価
値

の
増
加
が
一
時
に
実
現
し
た
も
の
で
あ
る
と
い
う
点
を
重
視
す
れ
ば
、
そ
れ
は
他
の

所
得
と
異
な
る
状
況
に
あ
り
、
し
た
が
っ
て
な
ん
ら
か
の
負
担
の
軽
減
が
必
要
で
あ

る
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
し
、
逆
に
、
そ
れ
は
資
産
所
得
と
し

て
高
い
担
税
力
を
も
ち
、
し
か
も
一
般
に
高
額
所
得
者
の
手
に
集
中
し
て
い
る
と
い

う
点
を
強
調
す
れ
ば
、
他
の
所
得
よ
り
も
有
利
の
取
り
扱
う
必
要
は
な
い
、
と
い
う
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こ
と
に
な
ろ
う
。

我が国における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

日
本
国
憲
法
一
四
条
の
寸
法
の
下
の
平
等
」
の
法
的
意
味
は
租
税
面
で
は
能
力
に

応
じ
た
平
等
で
あ
る
こ
と
を
い
み
す
る
も
の
で
あ
り
、
応
能
負
担
原
則
は
も
は
や
単

に
財
政
学
上
の
原
則
で
は
な
く
憲
法
上
の
原
則
な
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
こ
の
応
能
負

担
原
則
は
単
に
課
税
物
件
の
量
的
担
税
力
を
と
ら
え
る
だ
け
で
は
不
十
分
で
あ
っ

て
、
課
税
物
件
の
質
的
担
税
力
を
と
ら
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
解
す
る
。
た
と
え

ば
同
額
の
所
得
と
い
っ
て
も
勤
労
所
得
は
担
税
力
は
弱
く
、
資
産
所
得
は
担
税
力
が

強
い
と
解
す
べ
き
で
あ
る
⑪
。

第
三
節

租
税
制
裁
法
と
罰
則

租
税
法
は
そ
の
目
的
を
租
税
の
公
平
負
担
と
税
務
行
政
の
円
滑
と
を
実
現
す
る
た

め
に
、
納
税
義
務
者
を
は
じ
め
と
す
る
多
く
の
義
務
を
納
税
者
に
課
し
て
お
り
、
こ

れ
ら
の
義
務
違
反
は
多
か
れ
少
な
か
れ
そ
の
目
的
の
実
現
を
困
難
に
し
て
い
る
。
こ

の
よ
う
な
義
務
違
反
を
予
防
し
、
そ
の
結
果
を
是
正
す
る
た
め
の
様
々
な
制
度
は
租

税
法
上
止
む
を
得
ざ
る
も
の
と
云
え
る
。
以
下
で
は
租
税
法
違
反
行
為
に
関
す
る
法

制
度
を
考
察
す
る
こ
と
と
し
た
い
。

一
。
租
税
制
裁
法

租
税
制
裁
法
と
は
、
税
法
上
の
義
務
違
反
行
為
に
対
し
て
一
定
の
制
裁
を
か
す
こ

と
に
よ
り
、
か
か
る
違
法
行
為
の
抑
止
を
図
る
法
制
度
全
体
の
こ
と
で
あ
る
。
税
法

上
の
義
務
違
反
行
為
の
中
に
は
、
単
な
る
行
政
上
の
義
務
違
反
と
し
て
と
ら
え
ら
れ

る
も
の
も
あ
れ
ば
、
違
反
行
為
に
対
し
て
刑
罰
が
用
意
さ
れ
て
い
る
租
税
犯
(
租
税

犯
罪
〉
の
領
域
も
あ
る
。
租
税
犯
に
関
す
る
法
律
の
規
定
を
総
体
と
し
て
、
租
税
刑

法
と
呼
ん
で
い
る
。
こ
れ
は
又
、
租
税
法
と
刑
法
の
は
ざ
ま
に
存
在
す
る
研
究
で
あ

り
租
税
法
刑
法
双
方
の
領
域
に
関
す
る
分
野
で
あ
る
。

行
政
上
の
義
務
違
反
に
対
し
て
は
、
間
接
国
税
ま
た
は
関
税
の
犯
則
事
件
に
関
す

る
も
の
と
し
て
通
告
処
分
と
い
う
行
政
処
分
や
、
申
告
納
税
方
式
に
お
い
て
、
申
告

義
務
者
が
申
告
義
務
を
適
正
に
履
行
し
な
か
っ
た
場
合
の
加
算
税
と
い
う
行
政
上
の

制
裁
な
ど
が
用
意
さ
れ
て
い
る
。
ち
な
み
に
、
税
務
職
員
が
質
問
検
査
権
を
行
使
す

る
に
あ
た
っ
て
は
、
身
分
-
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
人
の
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、

こ
れ
を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
行
政
上
(
職
務
上
)
の
義
務
が
あ
る
が

(
た
と
え
ば
所
税
二
三
六
条
)
、
こ
の
要
件
を
欠
く
と
き
は
、
質
問
検
査
が
適
法
な
も

の
と
な
ら
な
い
と
い
う
不
利
益
を
生
ず
る
。
し
た
が
っ
て
、
そ
れ
に
対
し
て
関
係
人

が
検
査
を
拒
む
な
ど
し
て
も
、
検
査
拒
否
罪
(
所
税
二
四
二
条
八
号
・
九
号
)
を
構

成
し
な
い
。
租
税
犯
の
中
に
は
、
租
税
の
賦
課
・
徴
収
・
納
付
に
直
接
的
な
関
連
を

有
す
る
狭
義
の
租
税
犯
と
そ
れ
以
外
の
も
の
(
た
と
え
ば
税
務
職
員
に
よ
る
秘
密
漏

洩
罪
一
所
税
二
四
三
条
、
法
税
一
六
コ
一
条
)
と
が
あ
る
。
狭
義
の
租
税
犯
は
、
租
税

請
求
権
を
直
接
侵
害
す
る
脱
税
犯
(
そ
の
代
表
が
遁
脱
犯
〉
と
、
租
税
請
求
権
の
正

常
な
行
使
を
阻
害
す
る
危
険
の
あ
る
租
税
危
害
犯
(
租
税
秩
序
犯
)
に
分
け
ら
れ
る
。

租
税
犯
の
種
類
を
記
載
す
れ
ば
次
の
如
く
な
る
。

租
税
法
上
最
も
重
大
な
違
反
は
脱
税
違
反
で
あ
る
。
租
税
制
裁
法
と
云
う
考
え
方

は
租
税
法
違
反
行
為
に
対
し
一
般
予
防
の
見
地
か
ら
加
え
ら
れ
た
制
裁
に
関
し
、
そ

の
法
的
政
策
の
い
か
ん
を
間
わ
ず
こ
れ
を
機
能
的
に
一
体
の
も
の
と
み
な
し
、
総
合

的
、
統
一
的
に
考
察
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
⑮
。
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女
刑
法
犯
と
の
比
較
脱
税
の
基
本
類
型
は
、
偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り

税
を
免
れ
る
こ
と
で
、
詐
歎
利
得
罪
(
刑
二
四
六
条
二
項
〉
と
共
通
性
を
有
し
、
物

品
税
な
ど
の
脱
税
は
、
実
質
上
の
納
税
者
で
あ
る
消
費
者
と
の
関
係
で
横
領
罪
(
刑

二
五
二
条
〉
に
類
す
る
。

二
。
脱
税
と
制
裁
の
あ
り
か
た

納
税
者
の
税
法
違
反
に
対
し
て
は
、
種
々
の
制
裁
措
置
が
用
意
さ
れ
て
い
る
。
ま

ず
納
税
者
が
法
定
の
納
税
申
告
書
の
提
出
等
を
行
な
わ
な
け
れ
ば
、
税
法
上
の
特
恵

措
置
の
適
用
を
受
け
ら
れ
な
い
と
云
う
一
種
の
制
裁
が
課
さ
れ
る
。
ま
た
、
納
税
者

が
無
申
告
、
過
少
申
告
等
を
し
た
場
合
に
は
加
算
税
と
云
う
行
政
上
の
制
裁
が
課
さ
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れ
る
。
納
税
者
が
法
定
納
期
限
ま
で
納
税
し
な
か
っ
た
場
合
に
は
延
滞
税
が
課
さ
れ

る
。
さ
ら
に
納
税
者
の
脱
税
等
の
税
法
違
反
に
対
し
て
は
刑
事
制
裁
が
科
さ
れ
る
。

ま
た
、
間
接
税
違
反
に
対
し
て
は
左
の
刑
事
制
裁
制
度
と
は
別
に
通
告
処
分
(
例
え

ば
関
税
法
第
九
三
上
)
と
云
う
一
種
の
行
政
上
の
科
刑
手
続
き
の
制
度
が
あ
る
。
税

務
制
裁
制
度
論
と
し
て
は
、
こ
れ
ら
を
統
一
的
視
点
か
ら
総
合
的
に
論
ず
る
必
要
が

あ
る
⑮
。

租
税
制
裁
法
も
、
他
の
諸
法
制
と
同
様
に
歴
史
的
な
産
物
で
あ
る
こ
と
を
免
れ
な

い
。
そ
の
証
左
を
、
直
接
税
事
件
に
関
す
る
重
加
算
金
と
刑
罰
と
の
併
科
と
い
う
制

度
に
み
る
こ
と
が
で
き
る
(
地
方
税
で
は
重
加
算
金
と
呼
ば
れ
て
い
る
地
税
七

二
条
の
四
七
三
一
つ
の
事
例
を
通
し
て
脱
税
と
制
裁
の
あ
り
か
た
を
考
え
る
こ
と
に

し
よ
う
。

Vo1.28-A， 平成 5年，

〔
丸
茂
商
会
事
件
〕

A
は
、
電
気
器
具
等
の
包
装
用
材
料
の
製
造
肢
売
業
を
丸
茂

商
会
の
屋
号
で
個
人
経
営
し
て
き
た
が
、
所
有
の
一
部
を
秘
匿
し
て
所
得
税
を
免
れ

よ
う
と
企
て
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
行
為
を
行
っ
た
。
①
昭
和
三
九
年
三
月
四
日
、
所
轄

東
税
務
署
に
お
い
て
、
同
署
長
に
対
し
、
昭
和
三
八
年
度
に
お
け
る
所
得
税
の
確
定

申
告
を
す
る
に
あ
た
り
、
同
年
中
の
実
際
の
総
所
得
金
額
は
三
、
一
五
五
万
九
、
二

四
0
円
(
こ
れ
に
対
す
る
所
得
税
額
は
一
、
五
四
八
万
六
、
七
六
0
円
)
で
あ
る
の

第28号A，愛知工業大学研究報告，

に
か
か
わ
ら
ず
、
営
業
所
得
お
よ
び
配
当
所
得
を
圧
縮
計
上
し
、
こ
れ
を
一
二
三
万

五
、
七
八
八
円
(
こ
れ
に
対
す
る
所
得
税
額
は
九
万
二
、

0
三
0
円
)
と
虚
偽
の
記

載
を
し
た
所
得
税
確
定
申
告
書
を
提
出
し
、
差
額
一
、
五
三
九
万
四
、
七
三
0
円
の

所
得
税
を
免
れ
た
。
②
昭
和
田
0
年
三
月
一
五
日
所
轄
北
税
務
署
に
お
い
て
、
同
署

長
に
対
し
、
昭
和
三
九
年
度
に
お
け
る
所
得
税
の
確
定
申
告
を
す
る
に
あ
た
り
、
同

年
中
の
実
際
の
総
所
得
金
額
は
一
、
九
六
七
万
二
、

0
六
四
円
(
こ
れ
に
対
す
る
所

得
税
額
は
九
0
五
万
三
、
四
四
0
円
)
で
あ
る
の
に
か
か
わ
ら
ず
、
雑
所
得
の
金
額

を
計
上
せ
ず
、
か
つ
営
業
所
得
お
よ
び
配
当
所
得
を
圧
縮
計
上
し
、
こ
れ
を
一
一

o

万
五
、
六
0
四
円
(
こ
れ
に
対
す
る
所
得
税
額
は
六
万
八
、
五
三

0
円
)
と
虚
偽
の

記
載
を
し
た
所
得
税
確
定
申
告
書
を
提
出
し
、
差
額
八
九
八
万
四
、
九
一

0
円
の
所
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得
税
を
免
れ
た
。
こ
の
二
つ
の
事
案
に
つ
き
、

A
は
、
昭
和
四
0
年
改
正
前
の
所

得
税
法
の
遁
脱
犯
に
あ
た
る
と
し
て
起
訴
さ
れ
た
。

A
は
一
審
に
お
い
て
懲
役
一
年

(
執
行
猶
予
三
年
〉
お
よ
び
罰
金
六
0

0
万
円
の
有
罪
判
決
を
受
け
、
二
審
判
決
も

同
様
で
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、
被
告
人
は
上
告
を
し
た
。
被
告
人
の
主
張
は
す
で
に
修

正
申
告
を
し
、
更
生
決
定
に
よ
る
納
税
額
を
完
納
し
た
こ
と
、
所
得
増
に
伴
う
地
方

税
も
完
納
し
た
こ
と
、
さ
ら
に
一
、

0
四
八
万
八
、
七

o
一
円
に
の
ぼ
る
重
加
算
税

を
完
納
し
て
い
る
こ
と
か
ら
す
る
と
、
罰
金
六
0
0
万
円
は
罰
金
と
し
て
不
当
で
あ

る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
脱
税
が
利
欲
犯
的
な
も
の
で
あ
り
、
金
銭
的
制
裁
こ
そ
抑

止
効
果
が
期
待
さ
れ
る
と
し
て
も
、
正
規
の
税
額
の
ほ
か
に
重
加
算
税
と
罰
金
と
を

あ
わ
せ
て
一
、
六
四
八
万
円
余
を
と
り
あ
げ
よ
う
と
す
る
の
は
、
実
質
的
観
点
か
ら

し
て
、
憲
法
一
二
九
条
後
段
の
禁
ず
る
二
重
処
罰
の
禁
止
に
反
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
わ

け
で
あ
る
。

被
告
人
の
主
張
に
対
す
る
最
高
裁
判
所
の
判
断
は
つ
ぎ
の
通
り
で
あ
る
(
最
判
昭

四
五
・
九
・
一
一
刑
集
二
四
巻
一

0
号
二
三
一
三
頁
)
。

「
国
税
通
則
法
六
八
条
に
規
定
す
る
重
加
算
税
は
、
同
法
六
五
条
な
い
し
六
七
条

に
規
定
す
る
各
種
の
加
算
税
を
課
す
べ
き
納
税
義
務
違
反
が
課
税
要
件
事
実
を
隠
ぺ

い
し
、
ま
た
は
仮
装
す
る
方
法
に
よ
っ
て
行
わ
れ
た
場
合
に
、
行
政
機
関
の
行
政
手

続
に
よ
り
違
反
者
に
か
せ
ら
れ
る
も
の
で
、
こ
れ
に
よ
っ
て
か
か
る
方
法
に
よ
る
納

税
義
務
違
反
の
発
生
を
防
止
し
、
も
っ
て
徴
税
の
実
を
挙
げ
よ
う
と
す
る
趣
旨
に
出

た
行
政
上
の
措
置
で
あ
り
、
違
反
者
の
不
正
行
為
の
反
社
会
性
な
い
し
反
道
徳
性
に

着
目
し
て
こ
れ
に
対
す
る
制
裁
と
し
て
科
せ
ら
れ
る
刑
罰
と
は
趣
旨
、
性
質
を
異
に

す
る
も
の
と
解
す
べ
き
で
あ
っ
て
、
そ
れ
ゆ
え
、
同
一
の
租
税
遁
脱
行
為
に
つ
い
て

重
加
算
税
の
ほ
か
に
刑
罰
を
科
し
て
も
慧
法
三
九
条
(
遡
及
処
罰
、
二
重
処
罰
等
の

禁
止
〉
に
違
反
す
る
も
の
で
な
い
こ
と
は
、
当
裁
判
所
大
法
廷
判
決
の
趣
旨
と
す
る

と
こ
ろ
で
あ
る
」
(
最
判
昭
三
三
・
四
・
三
0
民
集
一
二
巻
六
号
九
三
八
頁
参
照
。
な

お
、
最
判
昭
三
六
・
七
・
六
刑
集
一
五
巻
七
号
一

0
五
四
頁
参
照
〉
。

重
加
算
税
は
、
法
形
式
上
は
租
税
の
一
部
と
さ
れ
て
い
る
が
(
通
則
六
八
条
〉
、
内
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容
的
に
は
行
政
制
裁
罰
で
あ
り
、
他
方
、
罰
金
は
刑
罰
(
刑
事
制
裁
〉
で
あ
る
か
ら
、

制
裁
の
趣
旨
・
性
質
は
別
個
の
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
両
者
と
も
被
告
人
に
と
っ

て
は
同
じ
く
財
産
的
不
科
益
で
あ
る
こ
と
は
看
過
し
え
な
い
。
租
税
制
裁
制
度
全
体

の
視
点
か
ら
す
れ
ば
、
い
ず
れ
に
し
て
も
脱
税
を
抑
止
し
う
る
よ
う
な
制
裁
を
用
意

す
れ
ば
よ
い
の
で
あ
る
か
ら
、
必
要
以
上
に
酷
な
制
裁
は
避
け
る
べ
き
で
あ
り
、
そ

の
場
合
に
大
事
な
視
点
は
、
社
会
生
活
上
の
実
際
的
影
響
力
で
あ
る
。
被
告
人
の
主

張
は
罰
金
六
0

0
万
円
を
不
当
と
し
て
い
る
が
、
問
題
の
焦
点
は
、
重
加
算
税
と
罰

金
の
併
科
に
あ
る
。
重
加
算
税
と
刑
罰
の
関
係
に
つ
い
て
あ
ら
た
め
て
吟
味
す
る
が
、

こ
の
問
題
で
も
明
ら
か
な
よ
う
に
、
租
税
制
裁
法
は
法
制
度
と
し
て
は
ま
だ
十
分
な

整
理
が
な
さ
れ
て
い
な
い
。
機
能
的
な
視
点
か
ら
再
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

又
、
租
税
犯
に
は
通
例
両
罰
規
定
が
お
か
れ
て
い
る
。
た
と
え
ば
所
得
税
法
二
四

四
条
一
項
に
よ
る
と
「
法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人

そ
の
他
の
従
業
者
が
、
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又
は
財
産
に
関
し
て
第
二
三
八
条

か
ら
第
三
四
二
条
ま
で
の
違
反
行
為
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か

そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
当
該
各
本
条
の
罰
金
を
科
す
る
L

こ
の
両
罰
規
定
の
正

確
に
つ
い
て
は
種
々
の
見
解
が
あ
る
が
、
違
反
行
為
の
防
止
に
つ
い
て
事
業
主
の
過

失
を
制
定
し
た
規
定
と
解
さ
れ
て
い
る
。
事
業
主
は
、
違
反
行
為
の
防
止
に
つ
い
て

過
失
の
な
い
こ
と
を
-
証
明
し
な
け
れ
ば
こ
の
規
定
に
よ
っ
て
処
罰
さ
れ
る
こ
と
に
な

る
。
判
例
も
入
場
例
を
遁
脱
し
又
は
遁
脱
せ
ん
と
し
た
行
為
に
対
し
再
罰
規
定
を
認

め
た
(
最
高
裁
昭
和
三
二
・
一
一
・
二
七
判
決
刑
集
一
一
巻
二
一
号
三
一
一
回
頁
)
。

我が閣における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

。
租
税
刑
法
の
一
般
的
刑
法
化
と
今
後
の
課
題

租
税
犯
の
性
質
を
ど
う
と
ら
え
る
か
に
つ
い
て
は
変
遷
が
あ
る
。
か
つ
て
は
学
説

に
お
い
て
も
、
租
税
犯
に
対
す
る
罰
則
を
、
実
質
的
に
は
国
庫
に
損
害
を
与
え
る
不

法
行
為
に
対
す
る
損
害
賠
償
と
と
ら
え
る
見
解
が
有
力
で
あ
っ
た
が
、
今
日
で
は
、

租
税
刑
法
を
一
般
の
刑
法
と
同
様
、
責
任
主
義
に
立
脚
し
て
理
論
構
成
す
る
こ
と
が

要
求
さ
れ
て
い
る
。
い
わ
ば
、
租
税
犯
を

J
単
な
る
ル
l
ル
違
反
、
形
式
犯
で
は
な

く
、
い
わ
ゆ
る
破
廉
恥
罪
と
し
て
の
性
格
を
も
っ
た
実
質
犯
」
と
と
ら
え
る
考
え
方

が
定
着
し
た
と
い
え
る
@
。

以
上
の
点
は
、
立
法
の
推
移
か
ら
み
て
も
明
ら
か
で
あ
る
。
租
税
犯
に
対
す
る
罰

則
規
定
の
沿
革
は
、
お
お
よ
そ
つ
ぎ
の
通
り
で
あ
る
。

(
1
〉
昭
和
一
九
年
の
法
改
正
ま
で
は
、
刑
罰
は
罰
金
・
科
料
の
財
産
刑
に
限
ら

れ
、
そ
の
金
額
は
脱
税
額
の
何
倍
と
さ
れ
、
裁
判
官
の
裁
量
の
余
地
を
認
め

な
い
定
額
財
産
刑
主
義
が
採
用
さ
れ
て
い
た
。
一
方
で
、
罪
を
犯
し
、
ま
だ

こ
れ
が
発
覚
す
る
前
に
自
首
す
れ
ば
冨
に
財
産
上
の
損
失
を
生
じ
さ
せ
な

か
っ
た
こ
と
に
な
る
と
こ
ろ
か
ら
、
そ
の
罪
を
問
わ
な
い
自
首
不
問
罪
の
規

定
や
、
転
嫁
規
定
が
置
か
れ
、
さ
ら
に
、
刑
法
総
則
中
の
多
く
の
規
定
(
刑

三
八
条
三
項
但
書
・
三
九
条
二
項
・
四
0
条
・
四
一
条
・
四
八
条
二
項
・
六

三
条
・
六
六
条
)
の
適
用
が
排
除
さ
れ
て
い
た
。

(

H

U

)

昭
和
一
九
年
の
改
正
に
よ
り
、
間
接
税
に
懲
役
刑
お
よ
び
両
罰
規
定
が
採

用
さ
れ
、
定
額
財
産
刑
主
義
、
自
首
不
問
罪
が
廃
止
さ
れ
た
。

(
一
郎
)
昭
和
二
二
年
の
改
正
に
よ
り
、
直
接
税
に
も
懲
役
刑
お
よ
び
両
罰
規
定
が

採
用
さ
れ
、
定
額
財
産
刑
主
義
、
自
首
不
問
罪
が
廃
止
さ
れ
た
。

(-g
昭
和
二
五
年
の
改
正
に
よ
り
、
刑
法
総
則
中
の
規
定
の
適
用
排
除
は
刑
法

四
八
条
二
項
、
六
三
条
、
六
六
条
に
縮
減
さ
れ
た
。

(

V

)

昭
和
三
七
年
の
改
正
に
よ
り
、
刑
法
総
則
中
の
規
定
の
適
用
排
除
が
全
廃

さ
れ
た
。

4
4
4
 

ηδ 

(
・
羽
)
昭
和
四
二
年
の
現
行
印
紙
税
法
の
施
行
に
よ
り
、
旧
法
が
刑
法
三
八
条
一

項
の
適
用
を
排
除
し
て
い
た
の
を
改
め
、
故
意
犯
の
み
を
処
罰
す
る
こ
と
と

し
た
。

こ
の
よ
う
に
租
税
犯
に
対
す
る
罰
則
は
、
数
次
の
改
正
を
経
て
、
今
日
で
は
、
一

般
刑
法
と
ほ
と
ん
ど
差
異
は
な
い
。
さ
ら
に
、
昭
和
五
五
年
頃
か
ら
、
国
税
脱
税
犯

に
対
し
懲
役
の
実
刑
判
決
を
言
渡
す
例
が
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
も
、
租
税

刑
法
の
一
般
刑
法
化
を
裏
づ
け
る
も
の
で
あ
る
。



と
こ
ろ
で
租
税
刑
法
の
正
質
に
つ
い
て
は
か
つ
て
は
美
濃
部
達
吉
博
士
の
よ
う
に

実
体
的
に
は
国
庫
に
対
す
る
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
場
賠
責
に
類
す
る
も
の
と
し

て
と
ら
え
る
考
え
方
が
存
在
し
た
が
、
今
日
で
は
租
税
犯
、
租
税
刑
法
の
一
般
刑
法

3

化
が
ひ
ろ
く
承
認
さ
れ
る
に
い
た
っ
て
い
る
。
別
な
こ
と
ば
で
い
え
ば
、
租
税
刑
法

問
も
責
任
主
義
刑
法
理
論
を
前
提
に
し
て
い
る
。
問
題
は
、
こ
の
点
を
ふ
ま
え
て
租
税

蜘
刑
法
理
論
を
具
体
的
に
如
何
に
展
開
す
る
か
に
あ
る
。
こ
の
間
題
は
刑
法
学
と
い
う

よ
り
も
特
殊
法
学
で
あ
る
税
法
学
の
課
題
で
あ
る
と
云
え
る
⑬
。
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第
四
節

加
算
税
制
度

一
。
加
算
税
の
意
義

平成 5年，

国
税
通
則
法
は
、
付
帯
税
と
し
て
延
滞
税
お
よ
び
利
子
税
と
加
算
税
を
規
定
し
て

い
る
(
地
方
税
で
は
、
延
滞
金
、
加
算
金
と
呼
ば
れ
る
〉
。
延
滞
税
は
、
納
税
者
が
納

'
付
す
べ
き
国
税
を
法
廷
納
期
限
ま
で
に
完
納
し
な
い
場
合
に
課
さ
れ
る
も
の
で
(
通

制
則
六
O
条
以
下
)
、
遅
延
利
息
的
な
性
格
を
有
す
る
。
利
子
税
は
、
納
税
者
が
延
納
ま

。。知
た
は
納
税
申
告
書
の
提
出
期
限
の
延
長
が
認
め
ら
れ
た
場
合
に
、
当
該
期
間
中
の
利

息
相
当
分
と
し
て
課
さ
れ
る
(
通
則
六
四
条
)
。

一
一
加
算
税
は
、
申
告
納
税
方
式
に
お
い
て
、
申
告
義
務
者
が
申
告
義
務
を
適
正
に
履

究
行
し
な
か
っ
た
場
合
、
そ
れ
に
対
し
一
種
の
税
と
し
て
課
さ
れ
る
行
政
上
の
制
裁
で

朝
あ
る
。
加
算
税
に
は
、
過
少
申
告
重
加
算
税
、
無
申
告
重
加
算
税
お
よ
び
不
納
付
重

献
加
算
税
に
分
か
れ
る
。

紅
加
算
税
の
内
容
に
つ
い
て
説
明
す
る
と
、
次
の
通
り
で
あ
る
。
過
少
申
告
加
算
税

愛
は
、
納
税
義
務
者
に
お
い
て
期
限
内
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
が
、
そ
の
申
告
に
お
い

て
税
額
が
過
少
に
申
告
さ
れ
て
い
た
場
合
に
課
さ
れ
る
(
通
則
六
五
条
)
。
加
算
税
の

額
は
、
修
正
申
告
ま
た
は
更
正
処
分
に
基
づ
き
新
た
に
納
付
す
べ
き
こ
と
と
な
っ
た

税
額
、
い
わ
ゆ
る
増
差
税
額
の

1
0
%
で
あ
る
。
無
申
告
加
算
税
は
、
期
限
内
申
告

が
な
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
に
課
さ
れ
る
(
通
則
六
六
条
)
。
加
算
税
の
額
は
、
増
差
税
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額
の

1
5
%
で
あ
る
。
不
納
付
加
算
税
は
、
源
泉
徴
収
等
に
よ
り
国
税
に
つ
い
て
、

法
的
納
期
限
ま
で
に
完
納
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
に
課
さ
れ
る
(
通
則
六
七
条
〉
。
加
算

税
の
額
は
、
増
差
税
額
の

1
0
%
で
あ
る
。

重
加
算
税
は
、
過
少
申
告
加
算
税
、
無
申
告
加
算
税
お
よ
び
不
納
付
加
算
税
が
課

さ
れ
る
べ
き
場
合
に
お
い
て
、
納
税
者
が
そ
の
国
税
の
課
税
標
準
等
ま
た
は
税
額
等

の
計
算
の
起
訴
と
な
る
べ
き
事
実
の
全
部
ま
た
は
一
部
を
、
「
隠
ぺ
い
し
、
又
は
仮
装

し
、
そ
の
隠
ぺ
い
し
、
又
は
仮
装
し
た
と
こ
ろ
に
基
づ
き
」
納
税
申
告
書
を
提
出
し
、

法
定
申
告
期
限
ま
で
に
納
税
申
告
書
を
提
出
せ
ず
、
ま
た
は
法
定
納
期
限
ま
で
に
税

を
納
付
し
な
か
っ
た
と
き
に
、
こ
れ
ら
の
加
算
税
に
「
代
え
」
て
課
さ
れ
る
(
通
則

六
八
条
)
。
重
加
算
税
の
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
増
差
税
額
に
対
し
て
、
過
少
申
告
重
加
算

税
は

3
5
%
、
無
申
告
重
加
算
税
は

4
0
%、
不
納
付
重
加
算
税
は

3
5
%
で
あ
る
。

加
算
税
の
性
格
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
若
干
の
議
論
が
な
さ
れ
て
き
た
。
こ
れ

ま
で
加
算
税
特
に
重
加
算
税
の
性
格
を
論
じ
る
際
に
は
(
旧
〉
法
人
税
法
・
:
:
・
四
三

条
の
追
徴
税
は
:
:
:
こ
れ
を
論
ず
る
こ
と
が
申
告
納
税
を
怠
っ
た
者
に
対
し
制
裁
的

意
義
を
有
す
る
こ
と
は
否
定
し
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
が
:
:
:
同
法
四
八
条
一
項
及
び

五
一
条
の
罰
金
と
は
そ
の
性
質
を
異
に
す
べ
き
も
の
と
解
す
る
。
即
ち
、
法
四
八
条

一
項
の
遁
脱
犯
に
対
す
る
刑
罰
が
:
:
:
脱
税
者
の
不
正
行
為
の
反
社
会
性
な
い
し
反

道
徳
性
に
着
目
し
、
こ
れ
に
対
す
る
制
裁
と
し
て
科
せ
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
に
反
し
、

法
四
三
条
の
追
徴
税
は
:
:
:
こ
れ
に
よ
っ
て
過
少
申
告
・
不
申
告
に
よ
る
納
税
義
務

違
反
の
発
生
を
防
止
し
、
以
っ
て
納
税
の
実
を
挙
げ
ん
と
す
る
趣
旨
に
出
で
た
行
政

上
の
措
置
で
あ
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
。
と
云
う
最
高
裁
大
法
廷
判
決
お
と
び
重
加

算
税
の
性
格
づ
け
に
関
し
て
こ
れ
を
引
用
す
る
最
高
裁
判
決
が
し
ば
し
ば
引
用
さ

れ
、
(
重
)
加
算
税
は
制
裁
で
は
な
い
と
し
ば
し
ば
云
わ
れ
て
き
た
(
最
大
判
昭
和
三

三
年
四
月
三

0
自
民
集
一
二
巻
六
号
九
三
八
頁
、
最
判
昭
和
三
六
年
五
月
二
日
刑
集

一
五
巻
五
号
七
四
五
頁
等
)
⑬
。

-346-



189 

第
五
節

通
告
処
分
制
度

一
。
通
告
処
分
の
概
要

我が国における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

通
告
処
分
と
は
、
間
接
国
税
ま
た
は
関
税
屯
税
・
特
別
屯
税
@
一
部
の
地
方
税
専

売
等
の
犯
則
事
件
中
、
情
状
が
罰
金
以
下
の
刑
に
相
当
す
る
よ
う
な
違
法
性
軽
徴
な

場
合
に
、
刑
事
手
続
に
先
行
し
て
な
さ
れ
る
一
種
の
行
政
処
分
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、

国
税
局
長
@
税
務
署
長
ま
た
は
税
関
長
は
、
間
接
国
税
ま
た
は
関
税
に
関
す
る
犯
則

事
件
の
調
査
に
よ
り
犯
則
の
心
証
を
得
た
と
き
は
、
そ
の
理
由
を
明
示
し
て
、
罰
金

も
し
く
は
科
料
に
相
当
す
る
金
額
、
没
収
品
に
該
当
す
る
物
口
問
、
徴
収
金
に
相
当
す

る
金
額
、
お
よ
び
書
類
送
達
な
ら
び
に
差
押
物
件
の
運
搬
@
保
管
に
要
し
た
費
用
を
、

指
定
の
場
所
に
納
付
す
べ
き
旨
を
通
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
(
国

犯
一
四
条
、
関
税
一
三
八
条
)
。
こ
れ
に
よ
っ
て
言
い
渡
さ
れ
る
処
分
が
通
告
処
分
で

あ
り
、
そ
の
法
的
性
質
は
、
行
政
庁
の
な
す
行
政
行
為
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
な
お
、

犯
則
事
件
の
情
状
が
懲
役
の
刑
に
処
す
べ
き
と
き
は
、
最
初
か
ら
刑
事
事
件
と
し
て

処
理
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
(
国
犯
一
四
条
二
項
、
関
税
二
二
八
条
一
項
一
号
)
。

ち
な
み
に
料
理
飲
食
等
消
費
税
や
入
湯
税
等
の
犯
則
事
件
に
つ
い
て
も
、
通
告
処
分

の
制
度
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

通
告
処
分
制
度
が
設
け
ら
れ
て
い
る
理
由
は
、
間
接
国
税
や
関
税
の
遁
脱
が
、
直

接
税
に
比
較
し
て
行
わ
れ
や
す
く
、
事
件
数
も
多
く
、
立
証
が
容
易
で
あ
り
、
他
方
、

情
状
の
面
で
は
軽
徴
な
も
の
が
少
な
く
な
い
と
こ
ろ
か
ら
、
刑
事
手
続
よ
り
一
段
軽

い
行
政
処
分
と
い
う
形
を
と
る
こ
と
を
通
し
て
、
徴
税
の
確
保
守
一
実
現
す
る
こ
と
に

求
め
ら
れ
る
。

通
告
処
分
が
行
な
わ
れ
る
の
は
、
国
税
局
長
@
税
務
署
長
ま
た
は
税
関
長
が
犯
則

事
実
の
存
在
に
つ
き
心
証
を
得
た
と
き
で
あ
る
。
こ
の
心
証
の
形
成
は
む
ろ
ん
単
に

権
限
者
の
主
観
的
な
推
測
で
は
な
く
、
一
証
患
(
証
拠
)
に
基
づ
き
客
観
的
に
も
妥
当

す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
。

通
告
処
分
の
手
続
は
、
通
告
書
を
作
成
し
、
こ
れ
を
送
達
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
行

な
う
(
国
犯
規
九
条
、
関
税
規
一

0
条
)
。
通
告
書
に
は
犯
則
に
理
由
を
明
示
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
な
お
、
通
告
処
分
は
通
告
書
が
犯
則
者
に
送
達
さ
れ
た
と
き
に
効

力
を
生
ず
る
。

し
か
し
、
法
定
期
間
内
に
犯
則
者
が
履
行
し
な
い
と
き
は
、
当
該
官
庁
が
告
発
手

続
き
を
と
る
こ
と
に
よ
っ
て
通
常
の
刑
事
訴
訟
手
続
き
に
行
こ
う
す
る
。
こ
の
よ
う

に
通
告
処
分
は
租
税
過
料
と
そ
の
法
的
性
格
を
異
に
す
る
(
国
税
犯
一
四
条
i
一
七

条
、
関
税
一
三
八
条
二
ニ
九
条
等
)
。

二
。
通
告
処
分
制
度
の
問
題
点

国
税
犯
則
取
締
法
は
間
接
国
税
の
事
件
に
つ
い
て
は
税
務
署
長
に
よ
る
通
告
処
分

制
度
を
規
定
し
て
い
る
(
国
犯
法
一
四
条
)
間
接
国
税
犯
に
限
っ
て
通
告
処
分
が
存

在
す
る
。
そ
し
て
そ
の
理
由
と
し
て
は

(
1
)

一
般
に
犯
罪
の
内
容
が
直
接
国
税
犯

に
比
し
て
複
雑
で
な
い
こ
と
。

(
2
)
反
覆
@
大
量
的
で
あ
る
こ
と
。

(
3
)
間
接
税

は
直
接
説
と
異
な
り
租
税
転
嫁
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

(
4
)
も
と
も
と
国
犯
法

は
間
接
国
税
犯
罪
者
処
分
法
と
し
て
諸
事
情
が
あ
げ
ら
れ
よ
う
@
。

通
告
処
分
制
度
に
つ
い
て
は
、
二
つ
の
問
題
点
が
あ
る
。
第
一
は
、
間
接
国
税
ま

た
は
関
税
の
犯
則
事
件
に
つ
い
て
の
み
こ
の
よ
う
な
行
政
制
裁
を
設
け
て
い
る
こ
と

が
合
理
性
を
認
め
ら
れ
る
か
と
い
う
問
題
で
あ
る
。
こ
の
制
度
の
立
法
理
由
と
し
て

は
、
犯
則
事
件
が
直
接
税
に
比
べ
て
反
覆
@
大
量
的
で
あ
る
か
ら
、
裁
判
所
の
負
担

軽
減
の
面
で
、
簡
易
な
行
政
手
続
に
よ
る
の
が
妥
当
で
あ
る
こ
と
、
そ
し
て
、
犯
則

者
に
と
っ
て
も
行
政
者
に
と
っ
て
も
行
政
手
続
の
方
が
、
い
ち
い
ち
刑
事
事
件
と
し

て
と
り
あ
げ
ら
れ
る
よ
り
社
会
的
・
心
理
的
面
で
有
利
で
あ
る
こ
と
、
な
ど
が
あ
げ

ら
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
犯
則
者
(
被
処
分
者
)
に
と
っ
て
有
利
で
あ
る
か
ど
う
か
は
、
適
正
手

続
の
保
障
の
観
点
か
ら
、
よ
り
実
質
的
に
検
討
を
要
す
る
問
題
で
あ
り
、
そ
の
意
味

に
お
い
て
、
第
二
の
問
題
点
に
結
び
つ
く
。

347-
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第
二
の
問
題
点
は
、
通
告
処
分
が
実
質
的
に
み
て
、
犯
則
者
に
つ
き
、
適
正
手
続

の
保
障
(
憲
一
一
二
条
)
や
裁
判
を
受
け
る
権
利
(
憲
三
二
条
)
を
奪
う
こ
と
に
な
っ

て
い
な
い
か
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
犯
則
者
が
通
告
処
分
に
し
た
が
う
か
ど
う
か
は

犯
則
者
の
自
由
意
思
に
委
ね
ら
れ
て
お
り
、
強
制
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
。
た
だ
し
、

犯
則
者
が
こ
れ
を
履
行
し
な
い
場
合
は
、
国
税
局
長
等
が
告
発
の
手
続
を
と
り
(
国

犯
一
七
条
一
項
、
関
税
二
三
九
条
)
、
検
察
官
の
公
訴
の
提
起
を
ま
っ
て
刑
事
手
続
に

以
降
す
る
こ
と
に
な
る
。
一
方
、
犯
則
者
が
通
告
の
旨
を
履
行
し
た
と
き
は
同
一
事

件
に
つ
い
て
公
訴
の
提
起
を
免
れ
る
(
国
犯
一
六
条
、
関
税
二
二
八
条
四
項
)

0

問
題
の
あ
り
か
は
、
通
告
処
分
そ
の
も
の
は
行
政
事
件
訴
訟
の
対
象
に
な
ら
な
い

と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
点
は
、
最
高
裁
の
判
示
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
(
最
判
昭

四
七
。
四
e

二
0
民
集
二
六
巻
三
号
五

0
七
頁
)
。
そ
の
根
拠
と
さ
れ
て
い
る
の
は
、

犯
則
者
は
刑
事
手
続
に
お
い
て
通
告
処
分
の
当
否
を
争
い
う
る
裁
判
を
受
け
る
権
利

を
奪
っ
た
こ
と
に
は
な
ら
な
い
と
い
う
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
行
政
上
の
不
服
申
立

て
が
行
政
不
服
審
査
法
四
条
一
項
七
号
に
よ
っ
て
認
め
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
も
、
補

強
的
な
論
拠
と
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
そ
れ
は
、
納
税
者
が
刑
事
被
告
人
と
な
る
こ
と
を
嫌
っ
て
不
本
意
な
が

ら
通
告
処
分
を
履
行
す
る
こ
と
に
な
り
が
ち
で
あ
る
実
態
を
見
逃
し
て
い
る
と
い
わ

ざ
る
を
え
な
い
《
ち
な
み
に
、
交
通
反
則
金
に
つ
い
て
も
同
種
の
問
題
が
あ
て
は
ま

る
)
。
お
も
う
に
、
も
と
も
と
刑
罰
に
あ
た
る
べ
き
も
の
を
行
政
裁
判
に
軽
減
を
し
て

い
る
の
だ
か
ら
、
行
政
制
裁
に
甘
ん
ず
る
か
、
不
満
が
あ
る
な
ら
刑
事
裁
判
で
争
え

ば
よ
い
と
す
る
論
理
は
、
行
政
ベ

l
ス
の
考
え
方
で
あ
る
。
間
接
国
税
や
関
税
の
反

則
事
件
に
つ
い
て
通
告
処
分
と
い
う
方
策
が
妥
当
か
ど
う
か
は
別
と
し
て
、
い
っ
た

ん
、
そ
れ
ら
の
反
則
事
件
に
対
す
る
サ
ン
ク
シ
ョ
ン
(
制
裁
)
を
刑
罰
と
行
政
制
裁
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と
い
う
よ
う
に
二
元
的
に
構
成
し
た
以
上
、
行
政
制
裁
は
そ
れ
自
体
と
し
て
。
適
正

手
続
の
要
求
に
応
え
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
意
味
で
、
通
告
処
分
の

被
処
分
者
に
対
し
て
弁
明
の
機
会
を
与
え
る
手
続
的
保
障
を
す
る
な
り
、
行
政
事
件

と
し
て
争
い
う
る
道
を
保
障
す
べ
き
で
あ
る
。

第
六
節

租
税
犯
処
罰
の
手
続

一
。
租
税
刑
事
手
続
の
特
色

租
税
犯
に
対
す
る
処
罰
(
刑
事
制
裁
)
は
、
一
般
の
犯
罪
と
同
様
に
、
刑
事
訴
訟

法
の
定
め
る
手
続
に
し
た
が
っ
て
行
な
わ
れ
る
。
し
か
し
、
租
税
犯
に
関
す
る
刑
事

訴
訟
法
の
特
別
法
と
し
て
、
国
税
犯
則
取
締
法
(
国
犯
法
)
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、

そ
こ
に
二
つ
の
特
色
あ
る
制
度
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
一
つ
は
、
税
務
職
員
(
収
税

官
使
)
が
犯
則
事
件
の
調
査
権
を
有
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
他
の
一
つ
は
、
間
接

国
税
に
つ
い
て
、
一
定
の
範
囲
で
行
政
制
裁
を
課
す
る
通
告
処
分
制
度
が
規
定
さ
れ

て
い
る
こ
と
で
あ
る
(
関
税
法
な
ら
び
に
地
方
税
法
に
同
種
の
規
定
が
あ
る
)
。

税
務
職
員
が
犯
則
調
査
を
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
立
法
上
の
根
拠
は
、
租
税
犯

の
証
拠
の
収
集
と
判
定
に
特
別
の
知
識
@
経
験
が
必
要
と
さ
れ
る
か
ら
で
あ
り
、
ま

た
、
租
税
犯
則
事
件
の
件
数
が
多
い
こ
と
も
そ
の
理
由
と
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
税
務

職
員
は
、
検
察
官
の
よ
う
に
全
般
的
な
捜
査
権
限
を
有
す
る
の
で
は
な
い
し
、
麻
薬

取
締
官
の
よ
う
に
(
麻
薬
五
四
条
)
、
特
別
司
法
警
察
職
員
で
あ
る
も
の
で
も
な
い
。

税
務
職
員
は
、
犯
則
調
査
に
よ
り
犯
則
が
あ
る
と
判
断
し
た
と
き
、
直
接
国
税
事
件

で
は
、
税
務
職
員
は
犯
則
調
査
を
終
え
た
と
き
は
、
所
轄
税
務
署
長
等
に
報
告
す
る

こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
た
だ
、
犯
則
嫌
疑
者
が
逃
走
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
な
ど

は
、
た
だ
ち
に
告
発
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
(
国
犯
一
三
条
一
項
)
。
起
訴
す
る
か

ど
う
か
は
検
察
官
が
捜
査
の
う
え
決
定
す
る
こ
と
に
な
る
。

租
税
犯
則
調
査
は
、
租
税
犯
の
存
否
に
つ
き
証
拠
を
も
っ
て
明
ら
か
ん
い
す
る
手

続
で
あ
り
、
そ
の
手
続
過
程
で
収
集
さ
れ
た
証
拠
は
、
将
来
の
刑
事
裁
判
に
お
い
て

証
拠
と
し
て
提
出
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
租
税
犯
則
の
調
査
は
単
な
る

行
政
手
続
で
は
は
く
、
刑
事
手
続
に
準
ず
る
性
質
を
有
す
る
と
解
さ
れ
る
。
税
務
職

員
は
、
職
務
権
限
の
面
で
み
る
と
、
一
般
の
課
税
処
分
を
す
る
た
め
の
行
政
上
の
調

査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
一
方
、
こ
の
よ
う
に
、
犯
則
調
査
と
い
う
刑
事
手
続
に
準

-348← 
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ず
る
調
査
権
限
を
有
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
税
務
職
員
の
職
務
の
二
重
性

は
、
国
民
が
調
査
を
受
け
る
際
、
そ
れ
が
課
税
処
分
の
た
め
な
の
か
、
そ
れ
と
も
、

将
来
の
刑
事
裁
判
の
た
め
な
の
か
、
迷
う
可
能
性
が
あ
る
。
そ
れ
だ
け
に
、
納
税
者

の
基
本
的
人
権
の
保
障
と
い
う
視
点
か
ら
、
国
犯
法
の
規
定
の
あ
り
方
が
検
討
さ
れ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

左
に
租
税
刑
事
手
続
の
流
れ
れ
を
示
す
@
。

我が国における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

租務部j率手続の流れ

直接国税率件….00・・・gr:則事件の調笈ー，告発一一起訴一一刑事裁判

判裁事剤

行

一
凋

跡
。

起

盟

国

、

d

の

¥

措

鉱

山川
w

t

E

f--〈
l
l
L

分処止
口通長

告
著
報

務

に

発

税

等

告

f
e
l
l
i
l
t
-
l
tに

査調の件率四件事税国援問

二
。
税
務
調
査
権

税
法
上
の
調
査
権
を
広
く
全
体
と
し
て
み
て
み
る
と
、
①
課
税
処
分
を
行
な
う
た

め
に
な
さ
れ
る
所
得
税
法
、
法
人
税
法
等
の
各
個
別
実
体
税
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る

調
査
権
(
実
体
税
法
上
の
調
査
権
)
、
②
滞
納
処
分
の
た
め
に
な
さ
れ
る
国
税
徴
収
法

上
の
調
査
権
、
な
ら
び
に
、
③
犯
則
調
査
の
た
め
に
な
さ
れ
る
国
犯
法
上
の
調
査
権

が
あ
る
。

右
の
う
ち
第
一
の
実
体
税
法
の
調
査
権
は
内
容
的
に
は
さ
ら
に
二
つ
に
分
類
す
る

こ
と
が
で
き
る

(
1
)
通
常
の
課
税
処
分
の
た
め
の
調
査
権
と

(
2
)
行
政
不
服
審

査
(
意
義
申
立
審
査
請
求
)
段
階
の
調
査
権
で
あ
る
。
も
っ
と
も

(
2
)
の
行
政
不

服
審
査
段
階
の
調
査
権
を

(
1
)
の
通
常
の
課
税
処
分
の
た
め
の
調
査
権
か
ら
独
立

さ
せ
て
結
局
、
税
法
上
の
調
査
権
を
四
つ
の
類
型
に
分
け
る
考
え
方
も
あ
る
⑫
。

こ
こ
で
は
、
犯
則
事
件
の
調
査
と
比
較
す
る
意
味
で
、
課
税
処
分
の
た
め
の
調
査

に
つ
い
て
簡
単
に
ふ
れ
て
お
こ
う
。
申
告
納
税
方
式
に
よ
る
租
税
に
つ
い
て
、
納
税

義
務
の
確
定
は
、
ま
ず
納
税
義
務
者
の
責
任
に
お
い
て
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

し
か
し
、
納
税
義
務
者
が
確
定
申
告
期
限
内
に
納
税
申
告
を
し
な
い
と
か
、
あ
る
い

は
納
税
申
告
を
し
て
も
申
告
の
内
容
が
正
し
く
な
い
な
ど
、
義
務
を
果
た
さ
な
い
場

合
に
は
、
税
務
官
庁
が
納
税
義
務
を
確
定
し
、
あ
る
い
は
す
で
に
な
さ
れ
た
納
税
義

務
の
確
定
を
変
更
す
る
必
要
、
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
行
政
処
分
を
課
税
処
分
と
い
い
、

そ
の
た
め
の
調
査
を
課
税
処
分
の
た
め
の
調
査
と
い
う
。

課
税
処
分
の
た
め
の
調
査
に
は
、
(

a

)

純
粋
な
任
意
調
査
と
、

(
b
)
間
接
強
制

を
伴
う
任
意
調
査
と
が
あ
る
。

第
一
に
、
税
務
職
員
は
、
調
査
の
相
手
方
の
同
意
を
得
て
、
そ
の
同
意
の
範
囲
内

に
お
い
て
一
般
的
に
自
由
に
調
査
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
解
さ
れ
る
。
こ
れ
に
つ
い

て
は
、
税
法
上
特
に
規
定
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
。

第
二
に
、
実
体
税
法
上
、
課
税
処
分
の
た
め
の
調
査
と
し
て
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、

間
接
強
制
を
伴
う
任
意
調
査
で
あ
る
(
所
税
二
三
四
条
、
法
税
一
五
三
条
@
一
五
四

349 ~ 



Mar.1993 

条
、
相
税
六
0
条
一
項
@
二
項
な
ど
)
。
こ
れ
を
、
税
務
職
員
の
権
限
と
い
う
面
か
ら

み
る
と
き
、
質
問
検
査
権
と
呼
ん
で
い
る
。

質
問
検
査
権
の
し
く
み
に
つ
い
て
、
所
得
税
法
を
例
に
と
る
と
、
つ
ぎ
の
よ
う
で

あ
る
。
ま
ず
、
税
務
職
員
は
、
所
得
税
に
関
す
る
調
査
に
つ
い
て
必
要
が
あ
る
と
き

は
、
納
税
義
務
者
等
に
質
問
し
、
ま
た
は
そ
の
者
の
事
業
に
関
す
る
帳
簿
書
類
そ
の

他
の
物
件
を
検
査
す
る
こ
と
が
で
き
る
(
所
税
二
三
四
条
)
。
そ
し
て
、
そ
の
質
問
検

査
権
を
確
保
す
る
た
め
に
、
税
務
職
員
の
質
問
に
対
し
て
答
弁
ぜ
ず
も
し
く
は
偽
り

の
答
弁
を
し
、
ま
た
は
検
査
を
拒
み
、
妨
げ
も
し
く
は
忌
避
し
た
と
き
は
、
一
年
以

下
の
懲
役
ま
た
は
二
0
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
せ
ら
れ
る
と
さ
れ
て
い
る
(
所
税
二

四
二
条
入
号
)
。

な
お
、
こ
の
質
問
検
査
妨
害
罪
が
成
立
す
る
た
め
に
は
、
質
問
検
査
権
の
行
使
に

あ
た
っ
て
、
所
得
税
法
二
コ
一
六
条
に
定
め
る
手
続
的
要
件
(
身
分
子
証
明
書
の
携
帯
等
)

を
み
た
す
ほ
か
、
質
問
検
査
が
必
要
と
さ
れ
る
実
体
的
理
由
を
そ
な
え
て
い
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
そ
の
よ
う
な
質
問
検
査
の
適
法
性
を
欠
く
場
合
に
は
、
そ
れ
に
対
す

る
妨
害
等
の
行
為
が
外
形
的
に
は
本
罪
に
あ
た
る
と
思
わ
れ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、

構
成
要
件
該
当
性
が
認
め
ら
れ
な
い
。
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国
犯
法
の
規
定
す
る
犯
則
事
件
の
調
査
は
収
税
官
吏
が
行
な
う
。
収
税
官
吏
と
は
、

国
税
庁
、
国
税
局
ま
た
は
税
務
署
の
職
員
の
う
ち
、
国
犯
法
上
の
調
査
権
限
を
与
え

ら
れ
た
者
で
あ
る
。

国
犯
法
上
の
調
査
権
の
行
使
方
法
に
は
、
任
意
調
査
と
強
制
調
査
と
が
あ
る
。

税
務
職
員
は
、
犯
則
事
件
を
調
査
す
る
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
犯
則
嫌
疑
者
も
し

く
は
参
考
人
に
対
し
て
質
問
し
、
こ
れ
ら
の
者
の
所
持
す
る
物
件
、
帳
簿
、
書
類
等

を
検
査
し
、
ま
た
は
こ
れ
ら
の
者
が
任
意
に
提
出
し
た
者
を
領
置
す
る
こ
と
が
で
き

る
(
国
犯
一
条
)
。
こ
れ
は
い
わ
ゆ
る
任
意
調
査
で
あ
り
、
質
問
・
検
査
に
応
ず
る
か

ど
う
か
は
、
納
税
者
の
自
由
で
あ
る
。
た
だ
し
、
間
接
国
税
に
つ
い
て
は
間
接
強
制

が
規
定
さ
れ
て
い
る
(
国
犯
一
九
の
一
一
)
。

と
こ
ろ
で
、
国
犯
法
上
の
調
査
権
は
、
租
税
犯
の
疑
い
が
存
在
す
る
場
合
に
お
い

て
、
そ
の
証
拠
を
発
見
・
収
集
す
る
た
め
に
の
み
行
使
し
う
る
に
す
ぎ
な
い
か
ら
、

税
務
当
局
は
そ
の
目
的
・
性
格
を
超
え
て
調
査
権
を
行
使
で
き
な
い
こ
と
は
い
う
ま

で
も
な
い
。
そ
こ
で
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
法
的
限
界
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
わ

れ
る
。
任
意
調
査
に
よ
っ
て
犯
則
嫌
疑
者
も
し
く
は
参
考
人
に
対
し
て
質
問
・
検
査
・

領
置
等
を
し
た
り
す
る
場
合
に
は
、
事
前
に
そ
の
質
問
@
検
査
@
領
置
等
の
理
由
を

税
務
職
員
は
開
示
す
べ
き
で
あ
る
。
な
お
、
犯
則
嫌
疑
者
と
参
考
人
の
両
者
の
関
係

に
つ
い
て
は
、
犯
則
嫌
疑
者
に
対
し
て
ま
ず
質
問
@
検
査
@
領
置
等
を
行
な
い
、
そ

の
う
え
で
な
お
解
明
さ
れ
る
べ
き
疑
い
が
存
在
す
る
場
合
に
お
い
て
、
し
か
も
そ
の

限
度
内
に
お
い
て
参
考
人
に
対
し
て
質
問
@
検
査
@
領
置
等
を
行
な
う
べ
き
で
あ
る
。

税
務
職
員
は
、
犯
則
事
件
を
調
査
す
る
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
所
属

官
署
の
所
在
地
等
を
管
轄
す
る
地
方
裁
判
所
ま
た
は
簡
易
裁
判
所
の
裁
判
官
の
許
可

を
得
て
、
臨
検
@
捜
査
ま
た
は
差
押
え
を
な
す
こ
と
が
で
き
る
(
国
犯
二
条
一
項
@

二
項
)
。
臨
検
@
捜
索
@
差
押
え
に
よ
る
調
査
は
、
強
制
処
分
で
あ
る
か
ら
、
納
税
者

の
基
本
的
人
権
に
か
か
わ
る
可
能
性
を
有
し
て
お
り
、
憲
法
三
五
条
の
令
状
主
義
の

適
用
を
受
け
る
こ
と
に
な
る
。
あ
ら
か
じ
め
裁
判
官
の
許
可
を
要
す
る
と
さ
れ
て
い

る
の
は
、
そ
の
た
め
で
あ
る
。

を
行
な
い
終
わ
っ
た
際
に
発
覚
し
た
事
件
に
つ
き
、
証
患
(
証
拠
)
を
集
取
す
る
た

め
必
要
に
し
て
か
つ
急
速
を
要
し
、
裁
判
官
の
許
可
を
得
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き

は
、
税
務
職
員
は
、
犯
則
の
現
場
に
お
い
て
臨
検
@
捜
索
-
差
押
え
を
す
る
こ
と
が

で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
(
国
犯
三
条
)
。
こ
の
、
い
わ
ゆ
る
「
急
速
事
件
」
の
場
合
に

裁
判
所
の
許
可
を
必
要
と
し
な
い
と
の
規
定
は
、
憲
法
三
五
条
に
違
反
す
る
の
で
は

な
い
か
と
の
議
論
が
あ
る
。
判
例
は
、
憲
法
三
五
条
の
保
障
は
現
行
犯
の
場
合
に
は

及
ば
な
い
か
ら
、
法
律
が
犯
行
の
現
場
に
お
い
て
捜
索
・
押
収
等
を
な
し
う
る
こ
と

を
規
定
し
た
か
ら
と
い
っ
て
、
立
法
政
策
上
の
当
否
の
問
題
に
す
、
ぎ
ず
、
憲
法
三
五

条
違
反
の
問
題
を
生
ず
る
余
地
は
な
く
、
国
犯
法
三
条
の
規
定
は
憲
法
に
違
反
し
な

ハリ
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い
と
し
て
い
る
(
最
判
昭
和
三
O
@
四
・
二
七
刑
集
九
巻
五
号
九
二
四
頁
)
。
こ
れ
に

対
し
て
、
憲
法
三
五
条
の
保
障
の
範
囲
か
ら
除
か
れ
る
の
は
現
行
犯
逮
捕
で
あ
り
、

現
行
犯
で
あ
っ
て
も
、
臨
検
@
捜
索
等
を
す
る
た
め
に
は
裁
判
官
の
令
状
が
常
に
必

要
で
あ
る
と
解
す
る
と
、
判
例
の
見
解
に
は
疑
問
が
残
る
と
の
批
判
が
あ
る
@
。

第
七
節

遁
脱
犯

一
。
遁
脱
犯
の
構
成
要
件

日ハ此
広
義
の
租
税
犯
の
中
で
最
も
重
要
な
の
は
、
脱
税
犯
の
代
表
で
あ
あ
遁
脱
犯
で
あ

蹴
る
。
そ
れ
は
、
所
得
税
法
二
三
八
条
、
法
人
税
法
一
五
九
条
、
相
続
製
法
六
八
条
、

峨
消
費
税
法
六
四
条
等
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。
脱
税
犯
は
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
租

吐巾制
税
債
権
を
直
接
に
侵
害
す
る
た
め
、
可
罰
的
行
為
で
あ
る
と
さ
れ
る
行
為
で
あ
り
、

恥
謹
脱
犯
、
不
納
付
犯
お
よ
び
間
接
蓮
脱
犯
の
三
五
種
に
分
か
れ
る
。

州
通
脱
犯
に
共
通
す
る
構
成
要
件
は
、
納
税
義
務
者
が
「
偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
L

祉
に
よ
り
租
税
を
免
れ
ま
た
は
租
税
の
還
付
を
受
け
た
こ
と
で
あ
る
。
直
接
国
税
の
通

一
一
脱
犯
は
、
遁
脱
の
結
果
が
発
生
し
た
と
き
処
罰
さ
れ
る
が
、
間
接
国
税
の
遁

けお国北
μ我

脱
犯
の
構
成
要
件
は
「
・
:
・
を
免
れ
、
又
は
・
:
免
れ
よ
う
と
し
た
」
(
た
と
え
ば
消

税
六
四
条
一
項
一
号
)
と
さ
れ
て
い
る
か
ら
、
遁
脱
の
目
的
で
「
偽
り
そ
の
他
不
正

の
行
為
し
が
な
き
れ
れ
ば
、
そ
れ
だ
け
で
も
処
罰
さ
れ
る
。

通
脱
犯
の
罰
則
に
つ
い
て
は
、
一
般
の
刑
罰
法
規
と
比
べ
て
、
二
つ
の
特
色
が
あ

る
。
一
つ
は
、
た
と
え
ば
所
得
税
法
二
三
八
条
一
項
が
「
五
年
以
下
の
懲
役
若
し
く

は
五
0

0
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
ま
た
は
こ
れ
を
併
科
す
る
し
と
規
定
し
て
い

る
よ
う
に
、
懲
役
と
罰
金
の
併
科
の
可
能
性
を
有
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
他
の
一

つ
は
所
得
税
法
二
三
八
条
二
項
が
規
定
し
て
い
る
よ
う
に
、
脱
税
額
が
一
定
の
金
額

を
超
え
る
場
合
に
は
、
情
状
に
よ
り
、
そ
の
脱
税
額
に
相
当
す
る
金
額
を
罰
金
の
最

高
限
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
、
い
わ
ゆ
る
ス
ラ
イ
ド
制
が
採
用
さ
れ
て
い
る

こ
と
で
あ
る
。

二
。
偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為

遁
脱
犯
の
構
成
要
因
で
あ
る
「
偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
」
が
ど
の
よ
う
な
内
容

を
示
し
て
い
る
か
は
、
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
。

判
例
で
は
、
ま
ず
、
遁
脱
の
意
思
に
よ
っ
て
な
さ
れ
た
場
合
も
、
単
に
確
定
申
告

書
を
提
出
し
な
い
と
い
う
消
極
的
と
い
う
だ
け
で
は
「
不
正
の
行
為
」
に
あ
た
ら
な

い
と
さ
れ
(
最
判
昭
二
四
・
七
@
九
刑
集
三
巻
八
号
二
二
三
一
頁
)
、
さ
ら
に
、
「
遁

脱
の
意
図
を
も
っ
て
、
そ
の
手
段
と
し
て
税
の
賦
課
徴
収
を
不
能
も
し
く
は
著
し
く

困
難
な
ら
し
め
る
よ
う
な
な
ん
ら
か
の
偽
計
そ
の
他
の
工
作
を
行
な
う
こ
と
」
を
い

う
と
し
て
(
最
判
昭
四
二
。
一
一
白
人
刑
集
一
一
一
巻
九
号
一
一
九
七
頁
)
、
実
体
的
な

評
価
基
準
が
示
さ
れ
た
。
そ
こ
で
、
単
純
不
申
告
行
為
の
ほ
か
に
、
帳
簿
書
類
の
虚

偽
記
入
、
二
重
帳
簿
の
作
成
等
が
な
さ
れ
れ
ば
、
不
正
の
行
為
と
な
る
こ
と
が
明
ら

か
で
あ
る
。

351-

と
こ
ろ
で
、
問
題
と
な
る
の
は
、
遁
脱
の
意
思
の
あ
る
単
純
過
少
申
告
行
為
が
「
偽

り
そ
の
他
不
正
の
行
為
」
に
あ
た
る
か
ど
う
か
で
あ
る
。
判
例
は
、
過
少
申
告
行
為

は
単
な
る
所
得
不
申
告
の
不
作
為
に
と
ど
ま
る
も
の
で
は
な
く
、
「
詐
欺
そ
の
他
不
正

の
行
為
L

(

昭
和
四
0
年
法
律
三
三
号
に
よ
る
改
正
前
の
も
の
)
に
あ
た
る
と
し
て
い

る
(
最
判
昭
四
八
@
コ
一
@
二

0
刑
集
二
七
巻
二
号
一
三
八
頁
)
。

し
か
し
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
過
少
申
告
に
限
ら
ず
無
申
告
の
場
合
に
つ
い
て
も

通
常
、
遁
脱
の
意
思
そ
の
も
の
が
あ
る
点
で
変
わ
ら
な
い
の
で
あ
り
、
社
会
の
一
般

的
感
覚
か
ら
す
れ
ば
、
過
少
申
告
に
よ
り
税
の
一
部
を
免
れ
る
場
合
よ
り
も
、
無
申

告
に
よ
り
税
の
全
部
を
免
れ
る
場
合
の
方
が
「
悪
質
し
と
と
ら
え
る
で
あ
ろ
う
し
、

少
な
く
と
も
、
両
者
を
区
別
す
る
だ
け
の
合
理
的
理
由
は
な
い
と
し
て
、
反
対
を
唱

え
る
見
解
が
あ
る
@
。
又
、
所
得
を
隠
蔽
す
る
た
め
の
作
為
を
全
く
伴
わ
な
い
過
少

申
告
行
為
に
つ
い
て
「
偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
」
に
あ
た
る
と
解
す
る
こ
と
は
疑

問
で
あ
る
。
ち
な
み
に
、
昭
和
四
八
年
の
判
例
の
場
合
は
、
相
手
の
会
社
が
簿
外
金
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か
ら
出
金
し
た
こ
と
と
歩
調
を
あ
わ
せ
て
、
そ
の
分
の
所
得
を
申
告
書
に
記
載
し
な

か
っ
た
と
い
う
点
で
は
単
純
過
少
申
告
に
と
ど
ま
ら
ず
、
実
体
的
に
は
「
偽
り
そ
の

他
不
正
の
行
為
し
の
あ
る
場
合
に
あ
た
る
と
解
す
る
見
解
も
あ
る
⑮
。

さ
て
、
問
題
の
根
源
は
、
遁
脱
犯
の
規
定
と
し
て
「
偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
」

と
い
う
よ
う
な
多
義
的
な
用
語
が
使
わ
れ
て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
こ
と
に
つ
不
正
の

行
為
」
と
い
う
言
葉
は
、
い
わ
ば
ピ
ン
か
ら
キ
リ
ま
で
内
容
を
含
め
う
る
可
能
性
を

有
し
て
い
る
こ
と
に
注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
意
味
に
お
い
て
、
基
本
的

に
は
、
こ
の
よ
う
な
用
語
が
犯
罪
構
成
要
件
と
し
て
十
分
な
枠
付
け
が
で
き
る
か
ど

う
か
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
は
、
犯
罪
法
定
主
義
の
内
容
で
あ
る
刑

罰
法
規
の
明
確
性
の
原
則
に
か
か
わ
る
こ
と
が
ら
で
あ
る
。

刑
法
に
お
け
る
罰
刑
法
定
主
義
は
、
何
が
犯
罪
で
あ
り
何
が
犯
罪
で
な
い
か
と
い

う
処
罰
の
範
囲
を
画
定
し
、
そ
れ
を
あ
ら
か
じ
め
国
民
に
知
ら
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

国
民
の
行
動
の
自
由
を
保
障
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
刑
罰
法

規
の
内
容
、
す
な
わ
ち
、
犯
罪
構
成
要
件
を
具
体
的
に
明
確
に
規
定
す
る
こ
と
は
、

罰
刑
法
定
主
義
の
要
請
で
あ
る
。
刑
罰
法
規
が
不
明
確
で
あ
る
と
き
は
、
国
民
が
処

罰
さ
れ
な
い
と
思
っ
て
行
動
し
た
と
こ
ろ
、
事
後
に
、
実
は
そ
れ
は
処
罰
さ
れ
る
範

囲
に
含
ま
れ
て
い
た
の
だ
と
判
断
さ
れ
る
事
態
が
生
じ
て
、
国
民
の
予
測
可
能
性
を

裏
切
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
国
民
は
将
来
の
処
罰
を
恐
れ
て
、
本
来
、
刑
事
規
制

の
対
象
と
な
ら
に
よ
う
な
事
項
に
つ
い
て
も
行
動
を
控
え
目
に
行
な
う
と
い
う
状
況

(
こ
の
よ
う
な
萎
縮
的
効
果
を
チ
リ
ン
グ
@
エ
フ
ェ
ク
ト
と
呼
ぶ
)
を
生
ず
る
お
そ

れ
が
あ
る
。
そ
の
意
味
に
お
い
て
、
不
明
確
な
刑
罰
法
規
は
罰
刑
法
定
主
義
に
違
反

し
、
し
た
が
っ
て
憲
法
三
一
条
に
違
反
す
る
こ
と
ん
い
な
る
。

遁
脱
犯
は
「
偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
し
に
よ
り
脱
税
を
す
る
こ
と
で
あ
る
が
、

単
純
不
申
告
は
こ
れ
に
あ
た
ら
ず
、
単
純
過
少
申
告
は
こ
れ
に
あ
た
る
と
の
結
論
の

違
い
は
、
通
常
の
判
断
能
力
を
有
す
る
一
般
人
の
理
解
に
お
い
て
可
能
で
あ
ろ
う
か
。

疑
問
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
刑
罰
法
規
の
明
確
性
の
見
地
か
ら
は
、
現
状
の
遁
脱
犯
の

構
成
要
件
は
明
確
性
に
欠
け
、
憲
法
三
一
条
に
違
反
す
る
と
解
す
る
。
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他
方
、
遁
脱
罰
は
「
偽
り
そ
の
他
不
正
行
為
し
に
よ
り
租
税
を
免
れ
る
も
の
と
改

定
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
「
偽
り
そ
の
他
不
正
行
為
」
は
判
例
に
よ
り
「
遁
脱
の
意
図

を
も
っ
て
、
そ
の
手
段
と
し
て
脱
の
賦
課
徴
収
を
不
純
も
し
く
は
著
し
く
困
難
な
ら

し
め
る
よ
う
な
何
ら
か
の
偽
計
そ
の
他
の
工
作
を
行
な
う
こ
と
を
一
五
う
も
の
と
解
す

る
」
と
さ
れ
て
い
る
(
最
大
判
昭
和
四
二
年
一
一
月
八
日
刑
集
一
二
巻
九
号
一
一
九

七
頁
)
。
ま
た
、
隠
蔽
e

仮
装
の
行
為
が
遁
脱
罪
の
対
象
と
な
る
行
為
に
あ
た
る
こ
と

も
解
さ
れ
解
釈
の
困
難
さ
を
感
ず
る
問
題
で
あ
る
。

第
八
節

租
税
犯
の
種
類
と
罰
則

一
。
そ
の
他
の
脱
税
犯

現
在
の
制
度
に
お
い
て
は
租
税
の
減
少
を
き
た
す
も
の
は
無
過
失
で
な
い
か
ぎ
り

加
算
税
の
対
象
と
な
り
、
そ
の
他
軽
徴
な
租
税
法
違
反
は
刑
罰
法
の
対
象
と
な
っ
て

い
る
。
そ
し
て
故
意
の
脱
税
は
遁
脱
罰
及
び
重
加
算
税
の
対
象
と
さ
れ
遁
脱
罰
を
補

充
す
る
よ
う
に
、
単
純
無
申
告
罰
や
不
納
付
罰
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し

ド
イ
ツ
の
制
度
で
は
重
過
失
の
租
税
遁
脱
も
制
裁
(
過
科
)
の
対
象
と
な
っ
て
い
る

他
、
租
税
危
殆
と
し
て
租
税
遁
脱
の
予
備
に
あ
た
る
行
為
が
制
裁
の
対
象
と
な
っ
て

お
り
、
ま
た
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
非
常
に
多
く
の
行
為
が
行
政
罰
及
び
刑
事
罰
の

(
l
)
狭
義
の
租
税
犯
の
う
ち
、
租
税
請
求
権
を
直
接
侵
害
す
る
行
為
が
脱
税
犯
で

あ
る
。
脱
税
犯
に
は
、
狭
義
の
脱
税
犯
と
呼
ば
れ
る
通
脱
犯
の
ほ
か
に
、
間
接

脱
税
犯
、
不
納
付
犯
、
滞
納
処
分
免
脱
犯
、
不
納
付
動
犯
、
納
付
妨
害
犯
が
あ

る。

つω
F
h
d
 

q
-
u
 

な
お
、
脱
税
犯
一
般
に
共
通
し
て
い
る
性
質
は
、
納
税
義
務
者
ま
た
は
租
税

徴
収
義
務
者
が
、
納
税
義
務
ま
た
は
租
税
招
集
義
務
の
履
行
を
怠
る
こ
と
に
よ

り
、
租
税
収
入
の
減
少
を
も
た
ら
し
、
ま
た
は
こ
れ
を
企
図
す
る
こ
と
を
内
容

と
す
る
犯
罪
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

(
2
)
間
接
脱
税
犯
は
、
た
と
え
ば
、
酒
類
の
密
造
犯
(
酒
税
五
四
条
)
、
密
輸
犯
(
関
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税
一
一
一
条
一
項
〉
の
よ
う
に
、
税
法
上
の
禁
止
違
反
の
行
為
で
、
そ
の
行
為

の
裏
に
当
然
に
納
付
義
務
の
不
履
行
が
予
想
さ
れ
る
犯
罪
で
あ
る
。
税
、
法
は
、

酒
類
の
無
免
許
製
造
、
外
国
貨
物
の
無
許
可
輸
入
等
を
禁
止
し
て
い
る
が
、
こ

れ
ら
の
行
為
は
単
な
る
禁
止
違
反
に
と
ど
ま
ら
ず
、
必
然
的
に
納
付
義
務
の
不

履
行
を
伴
う
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
種
の
犯
罪
は
、
そ
の
実
質
に
お
い
て
租
税
請

求
権
の
直
接
的
侵
害
を
も
た
ら
す
も
の
で
あ
り
、
単
な
る
租
税
危
害
犯
で
は
な

く
、
脱
税
犯
の
一
種
と
さ
れ
る
。

罰
則
は
、
酒
類
の
密
造
犯
に
つ
い
て
は
、
酒
税
法
上
の
遁
脱
犯
(
酒
税
五
五

条
一
項
)
と
同
等
の
五
年
医
か
の
懲
役
ま
た
は
五

0
万
円
以
下
の
罰
金
が
科
さ

れ
て
い
る
。
沼
類
の
密
造
犯
は
、
そ
の
未
遂
も
処
罰
さ
れ
る
(
酒
税
五
四
条
二

項
)
。
ま
た
、
密
輸
犯
に
つ
い
て
は
、
予
備
固
未
遂
と
も
処
罰
さ
れ
る
(
関
税
一

二
条
二
項
)
。

(
3
)
不
納
付
犯
は
、
租
税
の
源
泉
徴
収
義
務
者
@
特
別
徴
収
義
務
者
が
、
そ
の
義

務
を
怠
り
、
徴
収
し
て
納
付
す
べ
き
税
額
を
納
付
し
な
い
こ
と
を
構
成
要
因
と

す
る
犯
罪
が
あ
る
(
所
税
二
四
0
条
一
項
、
地
税
九
二
条
一
項
・
一
一
一
一
一
条
一

項
〉
。
徴
収
義
務
者
の
納
付
義
務
は
、
納
付
義
務
そ
の
も
の
で
は
な
い
が
、
こ
れ

を
怠
る
と
き
は
租
税
収
入
の
減
少
を
き
た
す
こ
と
に
な
る
の
で
、
脱
税
犯
の
一

種
と
さ
れ
る
。

我が闘における会計上の粉飾と課税制裁法並びに昔iJ則

こ
の
犯
罪
は
、
徴
収
す
べ
き
租
税
を
徴
収
し
て
い
よ
う
と
い
ま
い
と
、
税
法

の
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
従
っ
て
一
定
期
日
ま
で
に
納
付
し
な
か
っ
た
事
実
が
あ

れ
ば
成
立
す
る
。
な
お
、
源
泉
徴
収
義
務
者
が
単
に
徴
収
す
べ
き
租
税
を
聴
取

し
な
か
っ
た
だ
け
で
は
不
納
付
犯
に
あ
た
ら
ず
、
租
税
危
害
犯
の
一
種
で
あ
り

不
徴
収
犯
(
所
税
二
四
二
条
四
号
)
を
構
成
す
る
に
と
ど
ま
る
。

(
4
)
滞
納
処
分
免
脱
犯
は
、
納
税
者
が
滞
納
処
分
の
執
行
を
免
れ
る
目
的
で
、
そ

の
財
産
を
隠
蔽
@
損
壊
そ
の
他
の
不
成
行
為
を
す
る
こ
と
を
構
成
要
件
と
す
る

犯
罪
で
あ
る
(
徴
収
一
八
七
条
一
項
@
地
税
五
0
条
一
項
)
。
租
税
請
求
権
の
実

現
を
妨
げ
る
も
の
で
あ
り
、
脱
税
犯
の
一
種
と
さ
れ
る
。
な
お
、
法
は
、
滞
納

者
の
財
産
を
占
有
す
る
者
が
納
税
者
に
滞
納
処
分
の
施
行
を
免
れ
さ
ぜ
る
目
的

で
、
財
産
の
隠
蔽
@
損
壊
な
ど
の
行
為
を
し
た
場
合
も
処
分
す
る
こ
と
と
し
(
徴

収
一
八
七
条
二
項
、
地
税
五

0
条
二
項
)
、
さ
ら
に
、
事
情
を
知
っ
て
財
産
の
隠

蔽
や
仮
装
譲
渡
の
行
為
の
相
手
方
と
な
っ
た
者
を
処
罰
す
る
旨
明
示
し
て
い
る

(
徴
収
一
八
七
条
コ
一
項
、
地
税
五

0
条
三
項
)
。
こ
の
罪
の
成
立
要
件
と
し
て
は
、

滞
納
処
分
の
執
行
を
免
れ
る
目
的
が
必
要
で
あ
る
が
、
そ
れ
は
、
納
税
者
が
現

実
に
租
税
債
務
を
負
担
し
、
か
っ
そ
の
債
務
に
つ
い
て
、
滞
納
処
分
を
受
け
る
お

そ
れ
の
あ
る
状
況
が
切
迫
し
て
い
る
段
階
で
な
さ
れ
る
こ
と
を
要
す
る
。

(
5
)
不
納
付
犯
は
、
納
税
者
が
申
告
・
納
付
等
を
す
べ
き
租
税
を
納
付
し
な
い
こ

と
を
構
成
要
件
と
す
る
犯
罪
で
あ
る
(
国
犯
二
二
条
一
項
、
地
税
二
一
条
一
項
)
。

徴
収
納
付
す
べ
き
租
税
を
法
定
納
付
期
限
ま
で
に
納
付
し
な
い
場
合
に
成
立
す

る
(
最
判
昭
和
五
九
年
一

o月
一
五
日
刑
集
三
八
巻
一
0
号
二
八
二
九
頁
)
、
源

泉
徴
収
所
得
税
の
不
納
付
(
所
税
二
四
0
条
一
頁
)
、
特
別
徴
収
す
べ
き
地
方
税

の
不
納
付
(
地
税
八
六
条
)
等
が
そ
の
例
に
あ
る
。
又
、
実
際
に
納
税
申
告
拒

否
な
ど
の
違
法
行
為
が
行
な
わ
れ
た
こ
と
は
必
要
で
な
く
、
独
立
罪
と
し
て
処

罰
さ
れ
る
。

納
付
妨
害
犯
は
、
納
税
者
の
申
告
@
納
付
等
を
妨
げ
る
目
的
で
暴
行
@
脅
迫

す
る
こ
と
を
構
成
要
件
と
す
る
犯
罪
で
あ
る
(
国
犯
二
二
条
二
項
、
地
税
ニ
一

条
二
項
)
。

二
。
租
税
危
害
犯

(
1
)
狭
義
の
租
税
犯
の
う
ち
、
租
税
請
求
権
の
正
常
な
行
使
を
阻
害
す
る
危
険
の

あ
る
行
為
を
租
税
危
害
犯
(
租
税
秩
序
犯
)
と
い
う
。
こ
れ
は
、
脱
税
犯
の
よ

う
に
、
租
税
請
求
権
の
直
接
的
侵
害
を
も
た
ら
す
も
の
で
は
な
い
。

租
税
危
害
犯
に
は
、
単
純
無
申
告
犯
、
不
徴
収
犯
、
課
税
標
準
申
告
怠
偽
犯
、

検
査
拒
否
犯
な
ど
が
あ
る
。

(
2
)
単
純
無
申
告
犯
は
、
正
当
な
理
由
が
な
い
の
に
、
納
税
申
告
書
を
、
そ
の
提
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出
期
限
ま
で
に
提
出
し
な
か
た
こ
と
を
構
成
要
件
と
す
る
犯
罪
で
あ
る
(
所
税

二
四
一
条
、
法
税
一
六
0
条
、
相
税
六
九
条
)
。
申
告
義
務
違
反
に
対
す
る
罪
で

あ
る
。
納
税
者
の
申
告
納
税
方
式
に
よ
る
国
税
に
つ
い
て
は
、
提
出
す
べ
き
申

告
書
を
期
限
ま
で
に
提
出
し
な
い
場
合
に
は
、
一
般
に
租
税
を
免
れ
る
こ
と
に

な
る
が
、
寸
偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
L

を
伴
わ
な
い
単
純
無
申
告
は
遺
脱
犯
と

さ
れ
や
す
、
租
税
危
害
犯
と
し
て
処
罰
さ
れ
る
。

罰
則
は
、
遁
脱
犯
に
比
べ
て
一
段
と
軽
く
さ
れ
て
お
り
、
情
状
に
よ
る
軽
の

免
除
も
認
め
ら
れ
て
い
る
。

ハ
3
〉
不
徴
収
犯
は
、
徴
収
義
務
者
が
、
納
税
義
務
者
か
ら
徴
収
す
べ
き
租
税
を
徴

収
し
な
か
っ
た
こ
と
を
構
成
要
件
と
す
る
犯
罪
で
あ
る
(
所
税
二
四
二
条
四

号
)
。
な
お
、
不
徴
収
の
ま
ま
納
期
限
を
経
過
し
不
納
付
に
ま
で
進
む
と
、
遁
脱

犯
で
あ
る
不
納
付
犯
(
所
税
二
四
0
条
一
項
)
が
成
立
し
、
不
徴
収
犯
は
不
納

付
犯
に
吸
収
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

(
4
)
課
税
標
準
申
告
怠
偽
は
、
賦
課
課
税
方
式
に
よ
る
国
税
の
課
税
標
準
申
告
に

つ
い
て
、
申
告
書
の
提
出
を
怠
り
、
ま
た
は
偽
り
の
申
告
書
を
提
出
す
る
こ
と

を
構
成
要
件
と
す
る
犯
罪
で
あ
る
(
消
法
六
七
条
二
号
、
酒
税
五
六
条
一
項
三

号
)
。
な
お
、
賦
課
課
税
方
式
の
場
合
の
課
税
標
準
申
告
書
は
、
単
な
る
課
税
上

の
参
考
資
料
に
す
ぎ
ず
、
納
税
義
務
確
定
と
い
う
法
効
果
を
伴
わ
ず
、
単
純
無

申
告
犯
の
対
象
に
な
る
納
税
申
告
書
と
は
区
別
す
る
必
要
が
あ
る
。

(
5
)
検
査
拒
否
犯
は
、
税
務
職
員
の
質
問
に
対
し
て
答
弁
せ
ず
、
も
し
く
は
偽
り

の
答
弁
を
し
、
ま
た
は
検
査
を
拒
み
、
妨
げ
も
し
く
は
忌
避
し
、
あ
る
い
は
偽

り
の
記
載
を
し
た
帳
簿
窪
田
類
を
提
示
す
る
こ
と
を
構
成
要
件
と
す
る
犯
罪
で
あ

る
(
所
税
ニ
四
二
条
九
号
・
一

0
号
、
法
税
二
ハ
二
条
二
号
・
三
号
、
消
法
六

八
条
)
。
こ
の
犯
罪
が
成
立
す
る
た
め
に
は
、
税
務
職
員
の
質
問
検
査
が
適
法
に

な
さ
れ
る
こ
と
を
要
す
る
。
す
な
わ
ち
、
質
問
検
査
権
行
使
に
あ
た
っ
て
は
、

手
続
的
要
件
(
た
と
え
ば
所
税
二
三
六
条
)
を
み
た
す
ば
か
り
で
な
く
、
実
体

的
に
も
質
問
検
査
を
行
な
う
だ
け
の
合
理
的
な
理
由
が
必
要
で
あ
る
。

Vo1.28-A， 平成 5年，

検
査
を
「
拒
む
」
と
は
、
た
と
え
ば
会
計
帳
簿
を
見
せ
る
よ
う
求
め
ら
れ
て

の
に
対
し
、
見
せ
る
必
要
は
な
い
と
い
っ
て
拒
否
す
る
場
合
で
あ
り
、
「
妨
げ
」

と
は
、
検
査
の
た
め
事
務
室
に
立
ち
入
ろ
う
と
す
る
の
を
立
ち
ふ
さ
が
っ
て
通

行
を
さ
せ
な
い
よ
う
な
場
合
で
あ
り
、
検
査
を
つ
思
避
」
す
る
と
は
、
直
接
答

弁
を
拒
む
わ
け
で
は
な
く
、
ま
た
物
理
的
な
妨
害
は
し
な
い
が
、
こ
と
さ
ら
に

休
業
を
し
て
検
査
を
免
れ
る
な
ど
の
場
合
で
あ
る
。
な
お
、
「
妨
げ
」
は
暴
行
・

脅
迫
に
い
た
ら
な
い
程
度
の
威
力
を
指
し
、
暴
行
・
脅
迫
に
達
す
れ
ば
公
務
執

行
妨
害
罪
(
刑
九
五
条
一
項
)
を
構
成
す
る
。

こ
の
う
ち
、
検
査
妨
害
犯
に
つ
い
て
は
、
身
分
犯
で
は
な
く
、
し
た
が
っ
て
、

第
三
者
に
よ
る
検
査
妨
害
も
処
罰
の
対
象
と
な
る
と
す
る
の
が
判
例
で
あ
る

(
最
判
昭
四
五
・
二
一
・
一
八
刑
集
二
四
巻
二
二
号
一
七
七
三
頁
〉
。
た
だ
し
、

こ
れ
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
法
を
例
に
と
れ
ば
、
こ
の
罪
が
同
法
二
三
四
条
一

項
の
規
定
に
よ
る
当
該
職
員
の
質
問
に
対
し
て
な
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の

二
三
四
条
は
一
定
の
受
忍
義
務
者
を
予
定
し
て
い
る
こ
と
、
さ
ら
に
、
「
妨
げ
」

を
寸
拒
み
」
や
「
忌
避
L

と
区
別
し
て
非
身
分
犯
と
す
る
合
理
的
理
由
を
見
出

し
難
い
と
の
立
場
か
ら
、
こ
れ
を
一
種
の
身
分
犯
と
解
す
る
見
解
も
あ
り
争
い

の
あ
る
所
で
あ
る
。

(
6
)
そ
の
他
以
上
の
ほ
か
に
も
種
々
の
租
税
法
上
の
義
務
違
反
が
処
罰
の
対
象

と
さ
れ
て
い
る
(
所
税
二
四
二
条
一
号
二
号
四
号
七
号
、
消
税
六
七
条
一
号
、

酒
税
五
六
条
四
号
以
下
)
。

d
4
4
 

F
h
d
 

n〈
U

。
租
税
犯
の
罰
則
規
定

(
1
)
租
税
犯
に
対
す
る
罰
則
規
定
に
つ
い
て
、
所
得
税
法
を
例
と
し
て
み
る
こ
と

に
す
る
。

遁
脱
犯
に
つ
い
て
は
、
ま
ず
「
五
年
以
下
の
懲
役
若
し
く
は
五
0
0
万
円
以

下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
」
(
所
税
二
三
八
条
一
項
・
二
三
九

条
一
項
〉
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。
併
科
規
定
の
置
か
れ
て
い
る
点
が
、
一
般
の
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刑
法
と
相
違
す
る
。
つ
ぎ
に
、
罰
金
に
関
し
て
は
、
遁
脱
犯
が
五
0

0
万
円
を

超
え
る
と
き
は
、
情
状
に
よ
り
、
五
0

0
万
円
を
超
え
、
そ
の
通
脱
額
に
相
当

す
る
金
額
以
下
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
(
所
税
二
三
一
八
条
二
項
)
。
い
わ
ゆ
る
ス

ラ
イ
ド
制
で
あ
る
。

(
2
)
租
税
危
害
犯
の
例
と
し
て
単
純
無
申
告
犯
を
と
り
あ
げ
る
と
、
「
一
年
以
下
の

懲
役
又
は
二

0
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。
た
だ
し
、
情
状
に
よ
り
、
そ
の

刑
を
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
(
所
税
二
四
一
条
)
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。

我が国における会計上の粉飾と課税制裁法並びに罰則

四
。
両
罰
規
定
と
二
重
処
罰
の
問
題

租
税
犯
に
は
、
通
例
、
両
罰
規
定
が
置
か
れ
て
い
る
(
所
税
二
四
四
条
、
法
税
一

六
四
条
、
消
税
七
0
条
)
。
両
罰
規
定
は
、
違
反
行
為
の
防
止
に
つ
い
て
事
業
主
の
過

失
を
推
定
し
た
規
定
と
解
さ
れ
る
(
最
判
昭
四

o
s
Z
7
二
六
刑
集
一
九
巻
二
号
八

三
頁
)
。
な
お
、
現
行
の
両
罰
規
定
は
、
個
人
行
為
者
の
違
反
行
為
を
前
提
と
し
て
事

業
主
を
処
罰
す
る
形
式
を
と
っ
て
い
る
が
、
現
行
に
お
け
る
法
人
企
業
の
犯
罪
現
に

照
ら
し
、
個
人
行
為
者
と
独
立
に
法
人
処
罰
の
規
定
を
立
法
す
べ
き
で
あ
る
と
の
見

解
が
あ
る
。

こ
れ
ま
で
わ
が
国
に
お
い
て
重
加
算
税
左
遁
脱
罪
と
の
関
係
と
し
て
、
し
ば
し
ば

論
じ
ら
れ
て
き
た
の
は
、
一
つ
の
脱
税
行
為
に
対
し
重
加
算
税
を
課
し
、
他
方
遁
脱

罪
で
処
罰
さ
れ
る
こ
と
は
二
重
処
罰
に
あ
た
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
こ
と
は
論
ぜ

ら
れ
た
。
二
重
処
罰
に
あ
た
る
と
す
れ
ば
憲
法
第
三
九
条
に
よ
り
二
重
処
罰
等
の
禁

止
に
ふ
れ
る
こ
と
と
な
る
⑫
。

し
か
し
今
ま
で
論
ぜ
ら
れ
て
き
た
の
は
、
重
加
算
税
は
刑
罰
で
な
い
か
ら
二
重
所

罰
に
あ
た
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
両
者
の
併
科
が
二
重
処
罰
に
あ

た
る
と
す
る
論
者
が
、
重
加
算
税
が
制
裁
と
し
て
の
性
格
を
も
つ
こ
と
を
論
拠
と
し

て
い
る
の
に
対
し
、
判
例
お
よ
び
こ
れ
を
支
持
す
る
論
者
は
重
加
算
税
は
、
納
税
の

実
を
挙
げ
ん
と
す
る
行
政
上
の
処
置
で
あ
り
、
こ
れ
と
刑
事
処
罰
と
の
併
科
は
二
重

処
罰
に
あ
た
ら
な
い
と
し
て
い
る
。
そ
の
他
の
憲
法
解
釈
論
に
お
い
て
も
、
こ
の
点

は
ま
だ
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
@
。

更
に
、
人
権
と
の
関
係
に
お
い
て
も
又
犯
意
の
意
図
、
程
度
を
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
と
解
す
る
。

注

①
河
合
信
太
郎

四
頁
。

会
計
上
の
粉
飾
と
法
律
上
の
責
任

同
文
館

著

②
金
子
宏

租
税
法
第
四
版

四
0
頁。

弘
文
堂

著

③
前
掲
書

五
0
頁。

④
前
掲
室
田

五
三
頁
。

つ
J

⑤
前
掲
書

五
六
頁
。

⑥
大
蔵
省

報
社
。

昭
和
財
政
史

東
洋
経
済
新

編

終
戦
か
ら
講
和
ま
で

⑦
金
子
宏

ハ
五
頁
。

著

前
掲
書

⑧
武
田
昌
輔
他
編
著

一
九
八
頁
。

会
社
税
務
釈
義

第
一
法
規

七

頁

⑨
後
藤
嘉
一
他
著

一一

o
一
頁
以
下
。

武

田

昌

輔

監

修

五
一
頁
以
下
。

会
社
税
務
釈
義

第
一
法
規

法
人
税
の
沿
革

所
得
税
コ
ン
メ
ン
タ
i
ル

第
一
法
規

沿
革



Mar.1993 Vo1.28-A， 平成 5年，第28号A，愛知工業大学研究報告，180 

⑮
金
子
宏

⑪
佐
藤
功

⑫
北
野
弘
久

⑬
斉
藤
稔

⑬
前
掲
書

⑮
佐
藤
英
明

⑬
北
野
弘
久

⑪
藤
木
英
雄

⑬
北
野
弘
久

⑬
佐
藤
英
明

@
北
野
弘
久

@
北
野
弘
久

⑫
北
野
弘
久

@
金
子
宏

著

前
掲
書

著

前
掲
書

編

現
代
税
法
講
義

著

一
六
頁
。

四
八
九
頁
。法

律
文
化
社

租
税
法
律
主
義
入
門

中
央
経
済
社

一
七
頁
。

著

脱
税
と
制
裁

著

税
法
学
原
論

著

行
政
刑
法

著

前
掲
書

著

前
掲
書

著

前
掲
書

編

現
代
税
法
講
義

著

税
法
学
原
論

著

前
掲
書

弘
文
堂

青
林
書
院

弘
文
堂

四
一
一
頁
。

三
二
頁
。

四
0
二
頁
。法

律
文
化
社

青
林
書
院

五
二
二
頁
。

@
北
野
弘
久

著

@
藤
木
英
雄

著

三
五
人
頁
。

@
佐
藤
英
明

著

一
回
頁
。

前
掲
書

三
八

0
頁。

@
重
加
算
税
に
つ
い
て
述
べ
た
論
稿
に
は
こ
の
点
に
触
れ
た
も
の
が
多
い
。

北

野

弘

久

著

税

法

等

の

基

本

問

題

三

六

0
頁
以
下
(
昭
四
八
〉
。

荻
野
豊
青
柳
達
明
「
加
算
税
制
度
の
概
要
と
重
加
算
税
の
通
用
」

税
通
三
六
巻
六
号
九
0
頁
(
昭
五
六
〉
。

佐

藤

英

明

著

脱

税

と

制

裁

⑮
憲
法
学
上
憲
法
三
九
条
前
段
前
半
の
「
刑
事
上
の
責
任
」
意
義
を
形
式
的
に

刑
事
的
な
も
の
以
外
の
も
の
な
ど
含
ん
で
広
く
解
す
る
説
が
有
力
と
さ
れ
て

い
る
。

読
解
日
本
国
憲
法

九
三

一
二
頁
。

三
九
八
頁
。

三
二
四
頁
。

三
三
七
頁
。

一一一

0
五
頁
。

前
掲
書

三
二
九
頁
。

前
掲
書

三
九
頁
。弘

文
堂

上
巻

入

0
三
頁

五
人
頁
。

佐
藤
幸
治

-356-

執
筆
(
昭
五


